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１（５）地震動・津波等の事前予測・即時予測 

 

     「地震動・津波等の事前予測・即時予測」計画推進部会長 香川敬生 

                          （鳥取大学大学院工学研究科） 

                           副部会長 太田雄策 

                          （東北大学大学院理学研究科） 

 

１．はじめに 

地震，火山噴火に伴う地震動，津波，地すべり，山体崩壊，火山灰や溶岩の噴出などの

災害誘因を，その発生前に高精度に評価しておくことは，これらの災害対策に資するため

に重要である。また，各種観測データの利用法や解析手法を開発，高度化し，地震・火山

噴火発生直後に高精度かつ即時的に災害誘因の規模を予測して情報伝達することは，災害

および２次災害の軽減にきわめて有効である。そのため本テーマでは，本計画で得られる

地震発生や火山噴火の理解や構造モデルなど最新の研究成果を利用して，地震動・津波等

の事前予測・即時予測を通じた災害軽減に資する研究を行った。同時に，事前予測・即時

予測結果を効果的に社会に還元するため，防災工学や社会科学との連携，および防災に関

する現業での活用を指向して研究を進めた。 

 

２．５年間（平成 26−30 年度）の成果 

（1）５年間の成果概要 

事前評価については地震動および地震時地すべりに，即時評価については地震，津波，

地殻変動，火山灰拡散と，地震，火山噴火に伴う多岐にわたる災害誘因を対象とした研究

を実施した。その結果，何れの項目についても災害軽減のための現業と密接に連携し，ま

た現業の支援に貢献する成果を得ることができたと考える。以下，大学が実施した研究の

５年間の成果のうち，代表的なものをまとめる。 

 

（2）地震動事前評価手法の高度化 

2011年東北地方太平洋沖地震における周波数別地震波生成の空間的な棲み分けをはじめ，

国内外で発生した被害地震の震源インバージョン解析を広帯域で精力的に実施し，既往ス

ケーリング則との整合性を通じて強震動予測の高度化を進めた。（京都大学防災研究所［課

題番号：1903］） 

京都盆地および関東平野中川低地において強震観測を維持管理し，堆積盆地構造の地震

応答の実測と地盤構造モデルの改良を継続的に行い，特に大阪堆積盆地，京都盆地，奈良

盆地を対象として３次元速度構造モデルを高度化した。構築したモデルを用いて2018年大

阪府北部の地震（震源モデルは上記［課題番号：1903］による）をシミュレーションした

結果（図1），直達波および明瞭な後続波の多くの相（多重反射，盆地端部・基盤の段差構

造で発生する表面波）を良好に再現することができた。（京都大学防災研究所［課題番号：

1911］）。 

関東平野での３次元地震動伝播シミュレーションから，長周期地震動の生成にPL波が強

く関与していることが示された。PL 波は，Rayleigh 波と同様に震源の深さに敏感である
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ため，P波直後に観測されるPL波の震幅から後続の長周期地震動(Rayleigh波)を予測する，

長周期地震動の即時予測の可能性が示唆された。さらに，地震動予測の広帯域化，高解像

度化の到達点として，観測データとの同化に基づく長周期地震動シミュレーションを試み，

現時点で地震波伝播速度の8倍の速さでの予測が可能となっている（図2）。このことによ

り，データ同化による長周期地震動の即時予測の可能性をも示すことができた。（東京大

学地震研究所［課題番号：1516］） 

 

（3）地すべり事前評価手法の高度化 

今期5ヶ年期間中に発生した地震時地すべりと過去の地すべりの調査によって，地震時に

発生する地すべりの地質・地形的特徴が明らかになった（図3）。具体的には，火山地域で

は軽石自体あるいは軽石直下の火山灰土がすべり面となるケースが多く，非火山地域では

重力斜面変形あるいは過去の地すべりに関連している。これらより，火山地域・非火山地

域ともに，ハザードマップ作製方法の大枠を構築することができた。また，様々なタイプ

の地すべりにおいて地震動，微動，間隙水圧等の観測を行い，地形や地すべりブロックの

形状，地すべり土塊の厚さや地下水位に起因する斜面の揺れ方を明らかにし，強震時の過

剰間隙水圧の生成や斜面の変形に関するデータを収集することに成功した（京都大学防災

研究所［課題番号：1912］）。 

 

（4）地震動即時評価手法の高度化 

緊急地震速報を高度化，高精度化するためには，観測点の密度を高くすることが解決方

法のひとつである。そこで，現状で最も高密度に配置されている自治体震度計のうち鳥取

県の震度観測ネットワークを対象に１秒パケットで最大加速度およびその時点の震度情報

を配信できるようにシステム更新をおこない，そのデータにPLUM法を適用し，準リアルタ

イムに県内震度分布の推移を表示するシステムを作成した。さらに，震度の距離減衰の考

慮，予測する１kmメッシュ点の全てを２次震源とする波動伝播の導入，Ｐ波振幅より震度

を予測する手法の追加，により迅速かつ精度の高い準リアルタイム震度分布の予測を可能

とした（図4）。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］）  

 

（5）津波即時評価手法の高度化 

リアルタイム浸水予測手法(NearTIF)の高度化を実施し，W-phaseインバージョンに加え

てGNSSデータを利用したRAPIDや津波波形データを利用したtFISHデータから得られる津波

波源モデルに対する有効性を示した。新たに，震源直上の海底圧力波形を用いたデータ同

化手法を開発し，30km間隔で観測が実施された場合，地震の情報が無くても，データ同化

により数分で津波波動場を予測できることを示した。この手法と上記NearTIFを組み合わせ

て2011年東北地方太平洋沖地震津波に適応し，10分以内に高精度な浸水予測までを可能と

する手法開発に成功した。さらに，複雑な津波数値計算などを実施することなく，S-Netの

観測圧力波形 (500秒以内 )の処理のみで津波波源域 (隆起域 )とそれを発生させた地震の規

模を推定する手法を開発し，1952年および1968年十勝沖地震の津波に適応し有効性を確認

した（図5）。なお，ケーブル式津波観測網が無い地域を対象に，W-phaseインバージョン

結果に深さ依存の剛性率を加えることで適切な断層モデルを推定する手法を開発し，1992
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年ニカラグア津波地震を含む全ての地震の津波波高及び津波浸水域を高精度で予測可能で

あることを示した。（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

（6）地殻変動即時評価手法の高度化 

地震規模を即時的に推定するための技術開発として，GNSS 搬送波位相データから断層す

べりを直接推定する手法を用いた地震時すべり推定の高度化を行い，2016年熊本地震  や

2011年東北沖地震の最大余震である茨城沖地震等で実用性を示した。また，リアルタイム

に推定される断層すべりの不確実性を定量評価するための手法開発を行い，一枚矩形断層

におけるMCMCを用いたアルゴリズムの開発を行った。これは改良を加えた形で2019年2月段

階で国土地理院に技術移転され，今後の活用が期待される。また，リアルタイム用途を念

頭に同手法のすべり分布への拡張を行ない（図6），国土地理院と共同で開発しているリア

ルタイム地殻変動監視システム(REGARD)の高度化に貢献した。さらに，REGARD 等の結果を

津波浸水推定に活用するための技術開発を進め，内閣府の総合防災情報システムの機能の1

つに実装された。（東北大学［課題番号：1209］） 

 

（7）火山灰拡散即時予測手法の高度化 

XバンドMPレーダーによって，霧島新燃岳，桜島，口永良部島，諏訪之瀬島の噴火に伴う

噴煙の高度等の外形情報，噴煙柱形成，移流・拡散過程を把握することができた。特に，

冠雲によって噴煙が目視できない時でも，レーダーにより噴煙を可視化でき，気象条件に

関わわずその有効性が示された（図7）。桜島の噴火については，観測された反射強度の空

間分布と地上降灰量を対比し，反射強度と火山灰量の間の経験式を構築した。ライダー観

測により，噴火発生時に加え静穏時でも微小な火山灰粒子を含む白煙が放出されているこ

とを確認し，偏光解消度により粒子の形状が推測可能であることを示した。さらに，火山

噴火の噴煙により，GNSSによる搬送位相遅延量とSNRに顕著な変化があることが桜島，阿蘇

山の噴火で確認され，衛星−受信機を結ぶ異常伝搬経路の交線から噴煙高度を推定すること

ができた。降下火山灰シミュレーションによって得られる予測量が観測データと良好に対

応することを示し，噴火に伴う地震動振幅と地盤変動の線形結合から火山灰放出率と噴煙

高度を決定し，それを入力条件とする火山灰拡散予測シミュレーションを実装した。（京

都大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

３．平成 30 年度の成果概要 

（1）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．地震動の事前評価 

○震源モデルの高度化 

2016 年 10 月 21 日に発生した鳥取県中部の地震(MJMA 6.6)について，いくつかの観測点

では 2 つの波群が確認されているため，経験的グリーン関数法により 2 つの SMGA からなる

強震動震源モデルを推定した。2 つ目の SMGA2 の破壊開始点は SMGA1 の破壊開始点より北

北西に 7.5km，また傾斜方向には 5km 浅い位置で，4.4 秒後に破壊したと推定された。SMGA1

および 2 の設定位置に近い余震記録を経験的グリーン関数として波形フィッティングを

行った結果，SMGA1 のサイズは 6×6km2， SMGA2 のサイズは 4.8×4.8km2 と求められ，破壊
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はどちらも深い方から浅い方へ進展した。応力降下量は両 SMGA とも約 7MPa と同様の地殻

内地震のそれに比してやや小さい値に求まっている。波形インバージョン結果によるすべ

り分布と比較すると，SMGA1 はすべりの大きい領域に対応する一方，SMGA2 の位置は波形イ

ンバージョンによるすべりの大きい位置とはやや異なる位置に求まっていることがわかっ

た。  

2018 年 6 月 18 日に大阪府北部で発生した地震(MJMA6.1)の震源過程を強震記録の波形イ

ンバージョン解析(対象周波数帯域 0.1〜2Hz)により推定した（図 8）。ほぼ南北走向の逆

断層(断層 1)と北東-南西走向の右横ずれ断層(断層 2)の 2 つの震源断層が関わっているこ

とが明らかとなった。なお，余震のメカニズム解析から推定した応力場は σ 2 と σ 3 がほぼ

等しいことが分かっており，この地域では逆断層型，右横ずれ型の両方の地震が起こりえ

る環境にあり，本震の破壊過程とも矛盾しない。この地震の破壊は，最初に断層 1 で始ま

り，約 0.3 秒後に断層 2 の破壊が始まり，その破壊は南西の浅い側に向かって進展した。

断層 1 および 2 はいずれも 4〜5 km 四方の震源断層であり，主たるすべりは深さ 10〜13km

の範囲に集中し，震源断層の破壊は地表には到達していない。断層 2 は有馬-高槻構造線断

層帯の 2〜3km 南に位置する伏在断層の一部(伊丹断層の東部延長)と考えられ，今回の地震

の破壊域の西端は 1987 年 8 月 21 日の右横ずれ型の地震(MJMA4.2)の余震域の東端に対応し

ており，一連の地震活動と考えられる。（京都大学防災研究所［課題番号：1903］，浅野・

他, 2018, Asano et al., 2018，岩田・浅野, 2018，岩田・他, 2018(1); 永井・他, 2018(1, 

2, 3)）  

 

○地下構造モデルの高度化 

大阪平野とその周辺の速度構造モデルを検証するため，2018 年 6 月大阪府北部の地震を

対象に地震動シミュレーションを行った。用いた 3 次元速度構造モデルは大阪盆地モデル

と奈良盆地モデル(関口・他，2019)であり，後者は平成 29 年度の本研究で作成したもの

である。震源モデルには，前述の研究によるもの(Asano et al., 2018)を用いた。地震動

シミュレーションは，震源モデルと大阪堆積盆地の 3 次元速度構造モデルを与えて 3 次元

差分法により周波数 2Hz までの計算を行い，さらに沖積層等からなる浅部の地震動応答を

浅層地盤構造モデルを用いて等価線形化法により計算した（図 1）。計算された地震動最

大速度分布では，震央からみて南西〜西方向に相対的に大きい値が広がった。これは北東

南西走向の横ずれ断層のメカニズムに対応する S 波のラディエーションパターンと破壊

伝播の影響がに大阪堆積盆地による地震動の増幅効果が加わって形成されたと解釈できる。

また，大阪盆地北縁部や上町断層帯北部の佛念寺山断層の西側に沿って帯状に最大速度が

大きい地域が見られた。これは，基盤深さの急変により地震波の波面が大きく曲げられ，

波のエネルギーに集中が起きたことによると考えられる。このような分布形状は大局的に

は観測値の分布と整合している。計算波動場には，直達波の後に堆積盆地基盤面と地表と

の間の多重反射波(例えば，岩田・他，2018)や盆地端部および平野下に伏在する活断層に

よる基盤の段差構造から発生した表面波など後続波の発生が見られ，場所によっては直達

S 波より大きな振幅を生じている。大阪平野内の地震観測点の観測波形と後続波の到来は

よく対応しており，速度構造モデルは表面波の形成・伝播などの盆地の応答はおよそ再現

できていると考えられる。一方，計算地震動の振幅は観測に比べ全体的に小さく，また盆
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地端部近くの観測点には波形の再現がよくない点があり，構造急変地域でのモデル更新が

課題としてあげられる。（京都大学防災研究所［課題番号：1911］，岩田・他, 2018(2)；

関口・他, 2018；関口・他, 2019(1, 2)） 

秋田県横手盆地において常時微動単点およびアレイ観測を実施し，地盤構造モデルを作

成した。それを用いて，横手盆地東縁断層北部が活動したとし 1896 年陸羽地震の強震動シ

ミュレーションを実施し，J-SHIS モデルとの比較をおこなった（図 9）。その結果，同地

域で基盤が深くなっていることが陸羽地震の被害域が南に延びた主要因であることが分か

った。（拠点間連携研究［課題番号：2953］，佐藤・他, 2018；佐藤・他, 2019） 

2011 年東北地方太平洋沖地震の際に周期 1〜3 秒の大きな地震動が観測された東京湾西

岸部と小田原地域を対象に，J-SHIS モデル，微動探査結果などを対象に浅部深部統合初期

モデルを作成し，1 次元重複反射を仮定したハイブリッドヒューリステック法による地盤

増幅特性の逆解析によって，Ｓ波速度およびＱ値を同定した（図 10）。2018 年北海道胆振

東部地震の被災域への適用のため，微動探査を実施している。（拠点間連携研究［課題番

号：2955］，津野・他, 2019） 

同じ土質試験結果を対象としても，解析パラメータ設定のばらつきにより，技術者毎に

解析結果に大きな違いが生じる場合があることを確認した。また，２次元有効応力解析

FLIP を用いて，強震動下の液状化地盤応答を検討した。地盤増幅率と周期比（地盤と入力

地震動）の関係では，入力波が増加すると地盤増幅率の変動幅が小さくなる傾向を示した。

なお，一般的な液状化指数(PL)では明瞭な傾向が見えなかったが，有効応力減少比を用い

て過剰間隙水圧を直接考慮できる液状化危険度指数(LRI)が大きくなるとき，地盤増幅率の

変動幅が有意に小さくなることが分かった（図 11）。（拠点間連携研究［課題番号：2990］，

地元・他, 2019；一井・他, 2019；田中・他, 2019） 

 

○強震動評価の高度化 

2019 年 1 月 3 日に発生した熊本県熊本地方の地震(M5.1)は，震源が浅い(気象庁暫定値 

10 km) 横ずれ型のメカニズムを持つものであった。この地震により熊本県和水町で震度 6

弱，熊本市北区と熊本県玉東町で震度 5 弱を観測し，住宅の瓦のずれやガラスの破損，神

社の石灯籠などに被害が出た。和水町の震度計の波形記録を調べると，S 波に後続して表

面波とみられる周期 0.5 秒程度の長い波群が確認された。速度応答スペクトルを求めると，

周期 0.5 秒の狭い周期帯に 110 cm/s の強い速度応答が確認された(図 12)。この周期帯は

計測震度を大きくするが，木造家屋の倒壊を起こす周期帯(1〜2 秒)より短いことから，被

害が限定的であった可能性がある。和水町では，2016 年 4 月 14 日の熊本地震前震(M6.5)

と 4 月 16 日の本震(M7.3)でも震度 6 弱と 5 弱が観測されている。いずれの地震波形も同様

の周期特性を示しており，地盤の影響が考えられる。なお，熊本地震本震では，周期 0.5

秒の強い応答に加え周期 1〜2秒にもやや大きい(>40 cm/s)応答が見られた。これに対して，

2019 年 1 月の地震は M が小さく，震源スペクトルが長周期帯で弱かったものと考えられる。

（東京大学地震研究所［課題番号：1516］,古村, 2018；Furumura and Kennett, 2018；向

井・他, 2019） 

2011 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に つ い て ， Kurahashi and Irikura(2013) に よ る

SMGA1(M7.55)からの地震動を，前弧および背弧側に分けて距離減衰式と比較し，PGA，PGV
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とも過小評価となることを示した（図 13）。2003 年十勝沖地震についても同様であった。

2011 年東北地方太平洋沖地震によって各地で誘発された地震活動変化について既往研究

を交えながら概観し，それらの地震活動変化を引き起こした要因について整理した。（拠

点間連携研究［課題番号：2991］，Ishibe at al., 2018；木内・他, 2019） 

災害リスク評価のばらつきを理解するため，震源モデル(６通り)，強震動予測モデル(５

通り)，表層地盤増幅率(３通り)，これらに倒壊率を組み合わせて，評価結果のばらつきを

容易に理解することが可能な表示システムの構築を行った。また，ばらつきのある災害リ

スク評価結果を防災計画の策定に活用するという観点から，命を守る，財産を守る，業務・

生活・地域を守る，という３つのレベルの達成目標に応じたハザードシナリオ選択の考え

方についての整理を行った。（拠点間連携研究［課題番号：2951］） 

 

イ．地震動による構造物被害の事前評価 

将来時点の予測をおこなうことを前提に，木造戸建住宅の棟数および築年数分布の将来

予測方法を検討した。高知県南国市を対象に，固定資産課税台帳から抽出されたデータを

用いて，築年数ごとの建物残存率を疑似的に推定した。これに加え，住民基本台帳から抽

出されたデータを用いて，建物用途種別，居住率，1 棟あたりの平均居住世帯数の時系列

変化を分析した。これらに基づき，固定資産課税台帳から抽出されたデータを用いて将来

予測を行った（図 14）。（拠点間連携研究［課題番号：2952］，河野・西嶋, 2018） 

 

ウ．地震による地すべりの事前評価 

2008 年中国ブン川地震，2015 年ネパールゴルカ地震による斜面崩壊の分析を進めた結

果，谷の侵食加速による谷中谷に数多くの崩壊が集中していることが明らかになった。我

が国でも特に西南日本外帯には谷中谷が広く分布していることが判明しつつあり，特に南

海トラフ地震時に要注意であることが明らかとなった。2018年北海道胆振東部地震によっ

て発生した壊滅的な地すべりでは，強風化軽石およびその直下の火山灰土にすべり面が生

じた(図15)。その他の過去の事例も踏まえると，降下火砕物斜面の地震時地すべりのすべ

り面形成層準として，風化した軽石とその近傍の地層が地震時地すべりに対して最も危険

であることがわかった。これらの分布は，火山灰層序学的に調べることが可能である。 

谷埋め盛土において，事例収集できた PGAが 200 galまでのイベントでは， PGA， PGV，

AI(Arias Intensity)と間隙水圧の上昇量は高い正の相関を示すとともに，震動の周波数特

性が異なり，長周期 (＞1秒)成分を多く含んだイベントはPGVの大きさに比して間隙水圧の

上昇量は小さかった(図16)。 

四国の大規模地すべり斜面における稠密な常時微動観測から，H/V スペクトルのピーク

周波数が空間的に連続性を持つことがわかり，その連続性が地表変位によって判別した地

すべりブロック分割とは異なることが明らかになった。平成30年大阪府北部の地震におい

て，谷埋め盛土における擁壁の変形メカニズムを明らかにするとともに，高い地下水位を

持つ公園での地すべり現象を調べた。また，平成30年北海道胆振東部地震において，札幌

市および厚真町の谷埋め盛土にて調査をおこない，旧谷筋周辺を2〜3ｍ程度埋めた盛土が

地すべり状の変状を呈したことを明らかにした。厚真町の大規模岩盤地すべりにおいては

余震観測をおこない，特有の周波数(2 Hz)で長く震動することが分かった。（京都大学防
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災研究所［課題番号：1912］，Chigira et al., 2018; 土井・他，2018；Doi et al., 2019; 

Ma et al.，2019 ; Tsou et al., 2018; Zhao et al., 2018） 

斜面崩壊に伴う地震動の特徴を検討した（表1）。高周波卓越周波数はおおむね 1-10Hz

程度で崩壊タイプに大きく依存しない。継続時間は概ね30〜200秒程度で，イベントの長さ

を反映していると考えられる。周期10秒以上の長周期信号は，崩壊域が数百ｍ四方にわた

り厚さ20ｍを超える大規模な地すべり性崩壊で確認されることが推察される。あわせて地

形がシミュレーションに及ぼす影響も評価している。（拠点間連携研究［課題番号：2994］，

土井・他，2018；Doi, 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の事前評価 

大規模噴火を想定した JMA-RATM による降灰シミュレーションから降灰確率を求めた結

果，富士山で宝永規模の噴火が起きた場合に，都心で10cm以上の降灰になる確率は3.3％，

桜島で大正規模の噴火が起きた場合に鹿児島市街で1cm以上の降灰になる確率は7.8％と試

算された。（気象庁気象研究所［課題番号：7010］） 

 

（2）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測 

現在の緊急地震速報で用いられている“震源とマグニチュードの早期決定”という考

え方に加えて“揺れから揺れを予測する”という考え方で研究を進めている。平成 30 年度

は地震波の散乱や減衰構造の精緻化，PLUM 法の高度化，地盤増幅特性の適正化に取り組ん

だ。これにより，これまで以上の精度や堅牢性・迅速性が得られ，速度構造，散乱・減衰

構造をとり入れることで，さらに早い段階で精度よく予測できることが分かった。また，

強震入力時の海底地震計の挙動とその対策や，地震動の伝播方向をリアルタイムで推定す

ることの考察を進めた。“揺れから揺れを予測する”という考え方は，長周期地震動に対

しても十分に適用できることが示された。（気象庁気象研究所［課題番号：7008］，Kodera, 

2018；Kodera et al., 2018; Ogiso et al., 2018） 

上記研究のように揺れの実況分布から揺れの伝播を予測するには，観測点密度が重要な

ため，気象庁観測点よりも高密度で配置されている自治体震度計の利活用を目指した検討

を行っている。鳥取県管理の計測震度計34点からの１秒パケットのリアルタイム震度と最

大加速度値を，鳥取県情報ハイウェイを介して継続受信し，気象庁緊急地震速報で導入さ

れるPLUM法を用いたリアルタイム震度の表示システムを昨年度に試作した。今年度は，こ

れにPLUM法では考慮されていない距離減衰を導入し，また１kmメッシュとした予測点全て

を２次震源とする波動伝播を考慮した。さらに，Ｐ波を用いた震度予測の概念の導入も試

みた。これらを2016年10月21日に発生した鳥取県中部の地震のリアルタイム震度を模擬し

たデータに適用したところ，より早く，かつ精度良く震度分布の予測が可能となった（図4）。 

震度計観測点における震度情報から周辺の非観測点での震度を予測することを想定し，

常時微動を用いた地盤震動特性の稠密把握および地下構造モデルの構築を実施した。今年

度は，既往観測点分布が粗な地域のうち，北栄町，倉吉市関金地区，および智頭町を対象

とし，既往データを補間した卓越周期分布および浅層地下構造モデルを得ることができた。

2016年10月21に発生した鳥取県中部の地震（M6.6）の被災域および2000年鳥取県西部地震
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の境港市では，常時微動を用いた地盤卓越周期や地下構造モデルでは説明できない強震動

が観測された。これらは非線形地盤応答による卓越周期の長周期化や短周期地震動の減衰

による影響考えられ，これらの観測点における非線形地盤応答の実態について検討をおこ

なった。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］，香川, 2018(1,2), 2019；香川・野口, 

2018；香川・他(2018)；神定・他, 2018；神定・他, 2019；西村・他(2018)；野口・他，

2018(1, 2, 3),；吉田・他, 2018） 

大地震の際に平野で発生する長周期地震動の即時予測の実現に向けた，高速計算環境に

よる観測データと高速シミュレーション同化の実現可能性を数値実験により評価した。デ

ータ同化手法は，震度の即時予測 (Hoshiba and Aoki, 2015)や津波の即時予測(例えば，

Maeda et al., 2015)で広く活用されている最適内挿法を用いた。2007 年新潟県中越沖地

震(Mw6.6)の強震観測データ同化と予測では，評価領域を 480km×480km×55km とし，J-SHIS

地下構造モデルを 0.24km の格子間隔で離散化して 3 次元差分法計算により長周期(> 2.7

秒)地震動を計算した。データ同化は，領域内の 482 点の K-NET，KiK-net 強震観測データ

を用いて行い，地震発生から 30，50，70，および 90 秒までデータ同化を行った後に，高

速計算により未来(地震発生から 160 秒後)の長周期地震動を予測した。予測精度と猶予時

間にはトレードオフがあるが，データ同化が進むにつれ長周期地震動の振幅と継続時間が

良く予測できることが確認された。データ同化完了後に 100 秒後の波動場の予測に要する

時間は，東大と筑波大が共同運用する Oakforest-PACS 計算機の並列計算(2048CPU)で 12.4

秒であった。これは長周期地震動の伝播にかかる実時間よりずっと短く，観測データの取

得に合わせて即時予測を繰り返し進め，予測精度を高めることが可能である。2011 年東北

地方太平洋沖地震への適用例を図 2 に示した。近年の海域強震観測網(DONET， S-NET)の整

備により震源域近傍でのデータ同化が可能となり，より猶予時間のある即時予測が 可能に

なると期待できる。（東京大学地震研究所［課題番号：1516］, Furumura et al., 2019） 

利用者が多い大規模建物や災害拠点となる施設を対象として，固有周期や立地条件が異

なる個別の建物の，建物入力地震動のリアルタイム分類，揺れ継続時間の予測，に取り組

んだ。地震の位置・規模・メカニスズムの即時決定システム(GRiD MT)を利用し，地震発生

直後に災害拠点などで震源情報を有効利用する方法について議論した。これらを直接建物

の被害把握などに用いることはできないが，災害拠点となる建物においては，中長期的に

避難準備や避難継続の判断，あるいは地域レべルでの復興支援体制の構築を考える上で，

震源に関する情報を随時提供することは有意義と考えられる。建物利用者の心理的不安軽

減を図るおよび地震収束後の復旧・退避行動の 迅速化には，揺れの大小のみならず，揺れ

継続時間の情報が必要である。震源特性・震源距離・地盤特性をパラメータとした，敷地

地盤の影響等を含む建物振動特性を考慮した揺れ継続時間を分析した。図17は398地震の観

測記録に対して，建物の基礎および上部階で得られた揺れ継続時間を示している。 マグニ

チュードが大きくなるにつれて揺れ継続時間の中央値は大きくなる。 また，建物の上部階

の方が，基礎よりも継続時間が長くなる傾向が見られる。 

（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 

 

イ．津波の即時予測 
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日本海溝・千島海溝に沿って150の津波計(圧力計)と地震計がケーブル式ネットワークシ

ステム(S-Net)として設置された。昨年度は，地震発生後500秒の圧力観測波形の形状のみ

を利用して海溝型巨大地震による津波発生域(隆起域)を推定する手法を開発した。今年度

は，推定された津波発生域の大きさから巨大地震の規模を推定する手法を開発した。まず

過去に提案された4つのスケーリング則(宇津・関 (1955), Wells and Coppersmith(1994)，

Somerville et al.(1999)，Blaser et al.(2010))に従って，Mw8.0，8.2，8.4，8.6，8.8

のそれぞれに対する断層モデルを千島海溝沿いにまんべんなく配置し，S-Net観測点で観測

圧力波形を数値計算により作成した(図5)。それらの想定観測波形から，昨年度開発した手

法により津波発生域を推定した(図5)。その津波発生域の面積を計算し，それらの対数をMw

に対してプロットする(図18)。津波発生域の面積の対数とMwの関係を線形で近似するとと

もに，その誤差(標準偏差 Mw0.08)を推定した。この結果を用いれば津波を発生させた地震

の規模を推定することができる。今回開発された手法を1952年十勝沖地震と1968年十勝沖

地震の津波に適用し，その有効性を確かめた。 1952 年十勝沖地震については Hirata et 

al.(2003)，1968年十勝沖地震についてはSatake (1989)のすべり量分布からS-Net観測点で

の海底圧力波形を計算した。それらの観測波形から津波発生域を本研究で開発された手法

を用いて推定し，地震の規模を推定した。その結果，図18に示すように津波発生域は高精

度で推定され，1952年十勝沖地震の規模は Mw8.2±0.08，1968年十勝沖地震の規模はMw7.9

±0.08と精度良く推定された。 

なお，上記のようなケーブル式津波観測網がない地域では，地震波形解析により適切な

断層モデルを推定する手法を開発する必要がある。特に津波地震に対応できる断層モデル

を適切に推定することが重要となる。昨年度は深さに依存する剛性率を仮定することによ

り，津波地震による津波浸水予測にも対応できる手法を開発した。今年度は上記手法をイ

ンドネシアのスマトラ島沿岸では発生した 2007年 Bengkuru巨大地震 (Mw8.4)と 2010年

Mentawai津波地震(Mw7.8)に適用した(図19)。典型的な巨大地震である Bengkuru地震の津

波も，津波地震であったMentawai地震も，津波を上手く予測できることが分かった。さら

に，1992年ニカラグア地震については，Gusman et al.(2014)の手法(NearTIF)を用いて津

波浸水の即時予測が高精度で可能であることを示した。（北海道大学［課題番号：1005］，

Inoue et al., 2018. Ratnasari et al, 2018(1, 2); Tanioka, 2018; Tanioka and Gusman, 

2018; Tanioka et al., 2018(1-4)） 

沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて，海

底水圧データに記録される津波成分とノイズ成分を波形逆解析において同時推定して分離

できるように改良した。また，予測精度をリアルタイムに評価する指標を検討し，概ね適

切に評価できることを確認した。津波の減衰過程の予測のため，昨年度の南米沖に加え，

ニューギニア島からサモア諸島にかけて発生した地震に伴う遠地津波の減衰過程の特徴に

ついて調査を行い，減衰過程における振幅がマグニチュードと関係していることを明らか

にした。リアルタイム GNSS 測地データ解析によって推定される震源断層解との統合，波

源の広がりの小さな津波に対応するための段階的処理手法の導入等，手法の改良を行った

ことに加え，波源推定に基づかない予測手法について，データ同化による津波面的把握と

それを用いた津波予測について検討し，マグニチュード８クラスの波源の広がりが大きい

津波に対しては概ね適切な予測ができることを確認した。遠地津波の継続時間の予測手法
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について，沿岸津波観測データの移動自乗平均振幅の成長・減衰過程を数理モデルで表現

し，地震のマグニチュードとの関係を明らかにすることで，継続時間の予測可能性を示し

た。（気象庁気象研究所［課題番号：7011］） 

遠地実体波のスペクトル解析から得たスロー地震タイプの津波地震のスペクトルレベル

をもつ近地の地震波形を理論波形として合成し，それらの津波地震に対する気象庁マグニ

チュード等の値を推定した。その結果，気象庁マグニチュードでは津波地震に対して 1 以

上の過小評価の可能性があることを明らかにした。解析結果の公表までに時間を要してい

た遠地実体波震源過程解析の迅速化のため，サンプリング間隔・基底関数の数等を最適化

し，比較的短い処理時間で安定して解が得られるよう処理の自動化を図った。（気象庁［課

題番号：7009］，安藤, 2018; Tamaribuchi, 2018; Tamaribuchi et al., 2018; 溜渕, 2017） 

津波生成磁場に関して，Tyler(2005)による２次元線形長波津波モデルによる津波生成磁

場の解析解の改良を試みた。Tyler(2005) の解は津波ダイナモ効果を引き起こす背景主磁

場をＺ成分のみとして求めたが，本研究では水平成分の効果も考慮した。新しい解は，鉛

直分力が非常に小さくなる磁気赤道付近でも津波生成磁場を検出する可能性を示唆するも

のと考えられる。（気象庁［課題番号：7007］） 

 

ウ．地殻変動のリアルタイムモニタと震源断層の即時推定 

平成28年度，29年度と開発を継続してきた，GNSS搬送波位相データから断層すべりを直

接推定する手法の高度化について，海溝型地震に対して同手法を適用し，その性能評価を

行った。また，平成29年度より開発を開始したリアルタイムGNSSデータによって推定され

る震源断層即時推定における不確定性の定量的評価の高度化については，すべり分布推定

への拡張を行った。GNSS搬送波位相データから断層すべりを直接推定する手法 (Phase To 

Slip，以下 PTS と表記)を用いて，海溝型巨大地震の地震時すべり分布推定を試みた。  

2011年3月 11日 14時 46分に発生した東北地方太平洋沖地震では非常に活発な余震活動が

見られ，本震発生から1時間のあいだにM7級の大きな余震が3つ相次いで発生した。このう

ち，本震から約30分後の15時15分に茨城県沖で発生したMw7.8の地震(以降，茨城沖地震) に

対してPTSを適用した。解析では震央から半径100kmにある40点のGEONET点で記録された搬

送波データを使用した。解析においては， GNSS衛星の軌道暦として International GNSS 

Serviceが提供する精密暦 (最終暦)と，GNSS衛星から直接送信される放送暦の両者を比較

のために用いた。茨城沖地震は，プレート境界で発生した地震であるため，プレート境界

面を仮定し，そこに矩形断層を配置することで断層面とした。具体的にはプレート境界等

深線に沿って，震央を中心に288枚の矩形断層を仮定した。図20にPTSによって推定された

茨城沖地震のすべり分布の結果を示す。地震時すべり量は地震発生時刻の15分前から5分前

の10分間の平均をその値とした。精密暦・放送暦の場合でほぼ同様の結果となった。また，

全体的に放送暦の方がわずかに大きいすべりが推定された。両者によるすべり量の差異は

断層面全体の平均で5cmとなった。最大のすべりは震央からおよそ40km海溝軸寄りの位置で

推定され，1.9〜2.0mとなった。平均すべりは0.6〜0.7mで，Mw7.8相当である。すべりの方

向は大部分の断層面でほぼ純粋な逆断層性を示している。これら得られた結果は， 例えば

強震データから推定されたすべり分布 (Honda et al., 2013)とも概ね調和的であり，PTS

が海溝型巨大地震に対しても有効であることが明らかになった。また，IGS精密暦と放送暦



- 226 - 
 

の両者がよく一致する結果を示したことは，外部情報に依拠しない地震時すべり分布推定

が可能であることを改めて示唆する結果と考えることができる。一方，PTSで推定されたす

べり時系列は地震に伴うステップ状の断層すべりは明瞭に捉えているものの，それ以外の

時間帯域における安定性は低い.また計算に要する時間もまだ短縮の必要があり，今後も継

続した技術開発が必要と考えられる。 

リアルタイムGNSSデータによって推定される震源断層即時推定における不確定性を定量

的に評価することを目標として，マルコフ連鎖モンテカルロ法(Markov Chain Monte Carlo 

methods: 以下，MCMC)を用いた震源断層推定の不確実性定量評価の高度化を進めた。具体

的には，より複雑な断層破壊を表現するために，プレート境界におけるすべり分布推定誤

差の定量評価を試みた。すべり分布を推定するためにはプレート境界面上を小断層に分割

する必要があるが，多数の小断層上でのすべりをそのままMCMCによって推定しようとする

と，解の収束に膨大な時間を要し，リアルタイム用途には適さないことが明らかになった。

そのため，解析を複数ステージに分割し，ステージが進行するに従ってすべり量が多い領

域のみ徐々に小断層のサイズを小さくすることで，すべり量が少ない部分への計算コスト

を下げる四分木アルゴリズムを開発した。適用事例は2011年東北地方太平洋沖地震であり，

地震後600秒後時点のキネマティックPPP解析の結果をデータとして用いた。ステージは全

部で4つとし，1，2ステージでは断層面は8枚と31枚に設定し，その後のステージ3および4

では，直前のステージ2もしくは4で，モーメント解放量が全体の上位80%を占める小断層の

みを細分化した。これによって，MCMCによるすべり量推定を大幅に効率化することに成功

し，観測点267点，サンプル数が3.1×106の場合で900秒程度で計算を終えることができるよ

うになった。各ステージ毎の，各小断層毎に得られる事後確率分布(PDF)の中央値によるす

べり分布を図6に示した。ステージが進むに従い，すべり量が細分化されていく様子が明瞭

に分かる。今後は，このように得られた断層すべりの不確実性をどのように活用していく

かの検討が必要である。（東北大学［課題番号1209］，Kawamoto at al., 2018; Musa et al., 

2018; 大野・太田, 2018; Ohta et al., 2018；Tanaka et al., 2019） 

相対測位による GEONET リアルタイム解析から得られる日本全国のリアルタイム地殻変

動データを用いて地震発生時に矩形断層モデル及びプレート境界面上のすべり分布を即時

推定する技術の開発を行い，電子基準点リアルタイム解析システムに実装した。加えて，

電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，相対測位法に加え，固定点が不要なため

震源断層モデルが安定的に推定できると見込まれる精密単独測位法を試験的に導入した。

さらに，観測点周辺の地物からのマルチパス誤差を定量的に評価する手法を開発し，これ

を補正値としてキネマティック GNSS 解析に用いることで，精度の向上が見込めることを

確認した。(国土地理院［課題番号：6004］，Kawamoto et al., 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の即時予測 

2009年以降，ブルカノ式噴火の発生頻度がきわめて高い桜島を対象に，噴火に伴う噴煙

の早期検知と粒子密度の推定を目的とした地上観測を実施した。地上からのリモートセン

シング観測で用いた手法はGNSS，XバンドMPレーダー，ライダーであり，この順に波長が短

くなる。 2015年後半以降，桜島の噴火活動は低レベルで，2017年および2018年の爆発回数

は76回及び254回であり，1000回近い爆発が発生した2010年〜2015年の1/5程度である。2017
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年10月までは昭和火口において噴火が発生したが，2017年11月以降は南岳のB火口において

噴火が発生し，昭和火口の噴火活動は概ね停止した状態にある。 

XバンドMPレーダーによる噴煙観測を霧島，桜島，薩摩硫黄島，口永良部島，諏訪之瀬島

において継続した。このうち2018年において噴火が発生したのは，霧島新燃岳，桜島，口

永良部島，諏訪之瀬島であり，いずれの火山においてもレーダーにより噴煙を検出できた。

図7に2018年12月18日に口永良部島で発生した噴火のレーダー画像を示した。噴煙に対応す

る強い散乱体が火口上の4500m程度上空まで確認できる。噴火発生時は，口永良部島新岳の

火口上低い高度に雲があり，目視観測では噴煙の最高到達高度は確認できないが，Xバンド

MPレーダーを使用することにより，冠雲時でも噴煙を可視化できることを示すことができ

た。 

火山灰拡散シミュレーションには多くのコードがあるが，大気中浮遊または降下火山灰

を量的に自動的に予測するものは無い。火山灰粒子の移流を決める風の場は，気象庁によ

り予測公開されているが，噴出した火山灰量を即時的に評価するシステムが無いためであ

る。また，噴煙高度についても上述したように常に目視観測が可能な訳ではない。

Iguchi(2016) は火山噴火に伴う地震動の振幅と地盤変動から評価される圧力源の体積変

化量の線形結合から火山灰放出量を評価する手法を開発した。この手法により火山灰放出

率をリアルタイムで評価し，経験的に導出された噴出率と噴煙高度の経験式を用いて即時

的に火山灰の拡散および降下量を予測することが可能となる。京都大学及び 筑波大学のサ

ーバーに火山灰予測を実装した。火山灰拡散予測の結果を図21に示す。火山灰の拡散方向

は概ね一致している。降下火山灰量についても，2kg/m3に達する桜島南西部の降灰量を予

測できた。 （京都大学防災研究所［課題番号：1913］，中道・他, 2018；Tanaka and Iguchi, 

2019） 

気象研究所で開発した気象レーダー観測網を用いた噴煙高度の確率的推定手法を用いて，

霧島山(新燃岳)(2017〜2018年)，草津白根山(本白根山)(2018年)，口永良部島(2019年)の

噴火事例を解析した。航空路火山灰情報(VAA)業務で作成している現業者による火山灰雲の

解析結果を火山灰データ同化システム(プロトタイプ)に取り込めるよう機能を拡張した。

これにより多くの事例で火山灰雲領域の過大予測が抑制され，予測精度が改善された。（気

象庁気象研究所［課題番号：7010］，石井・他, 2018(1, 2); Sato et al, 2018; 佐藤・

他, 2018(1-4); 新堀・他，2018） 

 

４．今後の展望 

５ヶ年の研究計画における最終年として，それぞれの研究課題において既往研究成果の

高度化が進み，また新たな取り組みに関して成果が継続して蓄積されており，地震・火山

噴火の災害誘因の事前評価や即時推定における実務での活用が試みられている。これを承

け，さらなる高度化に向けて継続的な第二次の検討を継続実施する。その際，これら事前・

即時予測に関する情報を効果的に社会に伝達し減災に繋げるため，社会科学と連携した検

討を引き続きおこない，社会から個人に至る行動を災害の軽減に向けて集約する手法を模

索し続ける。 
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図1. 2018年6月18日大阪府北部の地震（MJMA6.1）による大阪平野-奈良盆地の地震動シミュ

レーション（京都大学防災研究所［課題番号：1903, 1911］） 

 

 

図2. 2011年東北地方太平洋沖地震のデータ同化によるシミュレーション 

（東京大学地震研究所［課題番号：1516］） 
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図3. 火山地域(上)および非火山地域(下) の地震時崩壊の分布と種類 

 

 

 

図4. 鳥取県震度ネットワークを用いた2016年鳥取県中部の地震の事後評価：緊急地震速報

第１報が出された時刻における予測震度分布（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］） 

22001166 年年熊熊本本地地震震  

22001188 年年胆胆振振東東部部地地震震  
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図5. S-NET 観測波形から直接波源を推定する手法：数値計算による津波圧力波形を波源と

の位置関係で分類し，観測された波形から津波波源を推定（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

図6. 四分木アルゴリズムによるすべり分布推定：断層面が細分化され不確実性をリアルタ

イム把握できる可能性がある（東北大学［課題番号：1209］） 
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図7. XバンドMPレーダーにより検知された2018年12月の口永良部島噴火の噴煙 

（京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

 

 

図8. 強震記録を用いた2018年6月18日大阪府北部の地震（MJMA6.1）の震源過程の推定 

（京都大学防災研究所［課題番号：1911］） 
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図9. 横手盆地の地下構造モデルと1896年陸羽地震の強震動シミュレーション 

（拠点間連携研究［課題番号：2953］） 

 

 

図10.  東京湾西岸部(UK1222) の1次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較 

（拠点間連携研究［課題番号：2955］） 
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図11. 地盤増幅率（縦軸）と周期比（横軸：Tg(地盤)とTb(入力地震動)の固有周期）の関

係：左は入力加速度で，右は液状化危険度指数(LRI)で分類（拠点間連携研究［課題番号：

2990］） 

 

 

 

図12. 2019年1月3日熊本地方の地震(N5.1)の強震動（東京大学地震研究所［課題番号：1516］） 
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図13. 2011年東北地方太平洋沖地震の強震動生成域(SMGA1)に対する距離減衰 

（拠点間連携研究［課題番号：2991］） 

 

 

 

図14. 将来時点での築年数(横軸)ごとの木造戸建住宅の棟数(縦軸)予測 

（拠点間連携研究［課題番号：2952］） 
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図15.  2018年北海道胆振地震によって発生した地すべりのすべり面の分布：すべり面は，

樽前火山から 9000年前に噴出したTa-d軽石の最下部で強く風化した層に形成された

場合が多かった （京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 

 

 

図16. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 
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表1. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（拠点間連携研究［課題番号：2994］） 

 

 

 

 

 

図17.  揺れ継続時間とマグニチュードの関係（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 
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図18.  図5の手法で推定された津波波源域の面積とマグニチュードの関係(左)と

1952年および1968年十勝沖地震への適用例(右) （北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

 

図19.  S-NETのような観測点が無い場所の津波地震にも対応できるよう開発した津波即時

予測手法の2007年Bengkuru巨大地震(Mw8.4)と2010年Mentawai津波地震(Mw7.8)へ

の適用：黒が調査，赤が計算（北海道大学［課題番号：1005］） 
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図 20.  PTS で推定されたすべり時系列をもとに描画した茨城沖地震のすべり分布 

 (a) 精密暦，(b) 放送暦を用いた場合（東北大学［課題番号：1209］） 

 

 

 

 

図21.  桜島南岳において発生した爆発により放出された火山灰の拡散シミュレーショ

ン：(a)地震動と空気振動から算出された噴出率，(b)経験式を用いて噴出率から算

出された噴煙高度，(c)降下火山灰 量(等高線は，単位面積当たりの降灰量 g/m2 の

対数) （京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 
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１（６）地震・火山災害 

            

                 「地震・火山災害」計画推進部会長 木村 玲欧 

                          （兵庫県立大学環境人間学部） 

                          副部会長 三宅 弘恵 

                          （東京大学大学院情報学環） 

 

地震・火山災害部会は，災害科学の確立に資するため「災害」現象の解明に焦点がおか

れた部会で，本計画『災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画』において初め

て設置された部会である。防災・減災に対する社会の要請を意識しながら，理学，工学，

人文社会科学などの研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例の実証，

地震・火山噴火の災害発生機構の解明，地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化，

研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成などを目指した研究を行うもの

である。 

本研究計画を推進するにあたっては，地震・火山噴火などの自然現象に起因する災害誘

因（外力:Hanard）だけでなく，地形・地盤などの自然環境や人間の持つ特性や社会の仕組

みといった災害素因（脆弱性:Vulnerability）を解明することが必要である。災害は，災

害誘因と災害素因との関係のものにその大きさや特徴が決定すると考えられているからで

ある。 

本研究計画を災害科学の一部として捉えた場合，これまで実施してきた災害誘因として

の地震・火山噴火に関する研究に加えて，災害素因との関係を意識して研究計画を推進す

ることが必要となる。これは地震火山研究計画について災害誘因研究から災害素因研究へ

移行することを意図しているわけではなく，災害の軽減に貢献するための総合的な災害科

学の確立のためには，災害発生の要因である災害誘因・災害素因双方の解明が必要十分条

件であることを意図している。 

現時点における科学的研究成果を鑑みると，災害誘因については，自然現象そのものを

消滅させることは不可能なため，現象・被害・影響の発生機構の解明や予知・予測といっ

た現象の理解に基づく研究の重きが置かれている。また災害素因については，構造物・ラ

イフライン・情報システムなどのいわゆるハード面や，社会組織体制や人間行動などのい

わゆるソフト面から，発生する被害・影響を小さくする（被害抑止），そして防ぎきれず

に発生した被害・影響をそれ以上大きくさせない（被害軽減）ことを目的とした研究が行

われている。特に災害素因の研究について，防災研究もしくは，被害・影響の低減の観点

から減災研究とも言われている。これらの研究を総合的な災害科学研究として推進するた

めに，理学だけではなく，防災学・減災学に関連する建築学・土木工学・情報工学・農学

などをはじめとする工学，心理学・社会学・福祉学・歴史学・法学・経済学・地理学など

をはじめとする人文社会科学などの関連研究分野との連携を図りつつ，計画を推進するも

のである。 

 

５年間の成果の概要と今後の展望 

 現行計画では，災害科学の確立に資するため「災害」現象の解明に焦点をあて，防災・
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減災に対する社会の要請を意識しながら，全国の大学における理学，工学，人文社会科学

の研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例の実証，地震・火山噴火の

災害発生機構の解明，地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化，研究者，技術者，

防災業務・防災対応に携わる人材の育成などを目指した研究を実施してきた。 

具体的には，地震・火山噴火の災害事例の研究において，近代観測開始以前の史料デー

タベースなどを通して被害地震における地震対応についての検討を行った。また，過去の

災害事例の状況をふまえた地震・火山噴火に係る知見の発信技術プロトタイプについて，

罹災証明書発行などの実際の災害対応をもとにモデル化を行ったり，2016 年熊本地震の

ような最新事例における人間のリスク認知のあり方について研究を行った。地震・火山噴

火の災害発生機構の解明においては，国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録デー

タベースの増強やサーバーによるデータ共有の開始，地下構造モデル化手法の適用妥当性

の実地検証を行った。また，噴火災害において前駆活動及び火山噴火推移の事象の発現に

沿った避難計画策定や，特に対策が未整備である「降灰被害」における事前広域避難につ

いて検討した。さらに，「脆弱性」の概念的整理についても，東日本大震災を事例とした

人文社会科学的検討を行った。地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化について

は，北海道を事例に地理空間情報・GIS・衛星測位を統合的に活用した津波被害分析と避

難支援システムの構築・実証を行い，住民側の火山災害に対するリスク認知や情報ニーズ

についても社会調査などで明らかにした。研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる

人材の育成については，住民の地震リスク認知や専門家に対する信頼性についての検討お

よび，GUI に特化した準リアルタイム火山情報の配信システムの構築と実証が行われた。 

 今後は，本計画における研究成果で明らかになった知見をもとに，次期計画等において

更なる検証や発展的研究としての体系化・理論構築を図っていくことが重要である。具体

的には，地震・火山噴火の災害事例の研究においては，史料データベースや研究データベ

ースなどの資料に基づき，地震・津波・火山災害などの自然災害の災害事例について更に

収集を行い，当時の人々の対応や教訓，復興過程，災害研究の全体像などについて検討を

続け，複数災害間についても検討する。地震・火山噴火の災害発生機構の解明においては，

国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録データベースをもとに，地震災害誘因の自

然素因への作用の解明と地下構造モデル化手法の適用妥当性を検証することや，脆弱性概

念の検討についてはこれまでの研究によって明らかになった仮説の検討・検証を，量的調

査・質的調査の実施とともに人文社会科学的観点から検証する。地震・火山噴火の災害軽

減のための情報の高度化においては，準天頂衛星などによる衛星測位と地理空間情報およ

び GIS の統合的活用法を開発し，積雪寒冷地の地域特性を考慮した災害発生時の避難に

関する研究を行い，課題抽出と対策を提言することや，火山災害における住民の火山災害

情報の受けとり方について，火山間の比較などを通して総合的な検証をする。研究者，技

術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成については，住民の災害リスク認知や専門

家に対する信頼について調査分析を行い，火山情報の配信システムについて自治体等の活

用実績をもとに受信者側のニーズについての検証をすることが重要である。 

 

平成30年度の成果の概要 

１．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 
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（1）地震・火山噴火の災害事例の研究 

 地震・火山噴火の災害事例の研究について，本年度は史料データベースを解析しながら，

1855年（安政2年）安政江戸地震に関する絵画史料からみた江戸市中の被災状況や，976年

（天延4年）京都・近江の地震における京都での被害要因について検討した。特に，安政二

年十月二日（1855 年11 月11 日）夜に発生し，関東地方南部に甚大な被害を及ぼした安政

江戸地震における江戸市中での被害と復興の様子を描いた絵巻として，薩摩の島津家に伝

来した「江戸大地震之図」（島津家文書，東京大学史料編纂所所蔵）に描かれた内容につ

いて，絵巻にある火災の場面は，薩摩藩芝屋敷の北に位置していた一町が全焼したものを

描いたものと判断された。被災した屋敷や町などから特定の場所を描いていると判明した

ことで，絵巻における被災状況の描写の史料的価値が認められ，地震に起因しない火災が

たびたび起きていた江戸で，火災後に復興していく市中の様相を知るうえでもこの絵巻が

史料として活用できる可能性が示された。また，天延四年六月十八日（976年7月17日）に

発生して当時の京都とその周辺および近江国南西部に被害を与えた京都・近江の地震につ

いて，『日本紀略』の記述から，清水寺の堂宇の倒壊により僧侶と俗人が50人圧死した様

子がわかった。平安時代中期以降に観音信仰によって毎月十八日は観音の縁日であり，清

水寺の本堂は参詣の庶民で賑わい混雑していた中での本堂の倒壊のみで多数の圧死者が発

生したことがわかった（東京大学地震研究所[課題番号：1513])。 

 また過去の災害事例の状況をふまえた地震・火山噴火に係る知見の発信技術プロトタイ

プについての検討を実施した。特に，地震研究が社会要請に応えるためのチャレンジは「ゆ

れの情報をいかに被害軽減並びその後の復旧・復興の実現に還元するか」という点に着目

し，被災者生活再建支援業務の業務量と業務日数の見積もりについて，過去災害の実績値

の分析と将来の対応への見積もりシミュレーションを実施した。具体的には，2007年に発

生した新潟県中越沖地震の被災地である柏崎市，2016年に発生した熊本地震の被災地であ

る益城町，2018年大阪北部の地震の被災地である茨木市における罹災証明書の発行の日別

件数データについて，各自治体から提供を受けて分析をした。その結果，全体傾向として，

1）罹災証明書を発行し始めて3週間弱で発行件数は減少傾向に転じる，2）2ヶ月強で再び

増加傾向に転じ，4ヶ月を超えて収束に向かう，3）被害量に関わらず，上述の傾向には同

様のパターンが見られるという3点が明らかになった。また個別傾向で見ると，被害量が小

さい茨木市の方が最も発行が早く進んでおり，次に被害程度が大きかった益城町が続いて

いた。これは東日本大震災以降「罹災証明書の交付時期が被災者の生活再建のスピードを

左右する」という考えに基づき，被災自治体に発行を急がせる傾向があり，その社会的要

請に益城町が応えた結果であると推察できる。一方で，全体的に緩やかに発行件数を伸ば

した柏崎市の方が，発行件数の増減の幅が小さく，発行業務に焦点をあてると安定した業

務の推移となっていることがわかった。これらをもとに罹災証明書の発行パターンをモデ

ル化するためにそれぞれの近似曲線を求めた。これらの研究成果を現在対応中の被災自治

体体制に対し発信することで，自治体は「今後の推移の読み解きから，生活再建支援のた

めの戦略的な行動変容」を期待することができる（表1）（図1）（新潟大学[課題番号：2702])。 

  

（2）地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

 地震の災害発生機構の解明について，地震災害誘因の自然素因への作用の解明に向けた
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研究と，地下構造モデル化手法の展開を継続した。また，当初計画通り国外の堆積平野・

堆積盆地における適用妥当性の実地検証をとりまとめた。具体的には，台湾・インド～ブ

ータン等のヒマラヤ前縁・アルジェリア等の国外の堆積平野・堆積盆地において，強震動

予測に活用できる地下構造モデルが得られていない場合，観測記録の水平動と上下動の比

率H/Vスペクトル比を用いた補正，震源近傍強震動パルス再現に必要な震源放射特性係数の

補正，経験的グリーン関数法の活用などの手法開発を行うと共に，過去の被害地震の強震

動評価を行った。その結果，国内で推進されている強震動評価よりも精度は劣るが，平均

値としては，各々の国で工学的に用いられている地震動予測式と調和的な時刻歴波形を再

現できることを確認した。これらの手法は，良質な地下構造モデルが構築されるまでの過

渡期に有効な計算手法として代替利用が可能である。また，平成26年度より継続的に整備

を行ってきた強震観測データベースの対外発表を行うと共に，トリガーデータのみならず

連続データも公開できるシステム構築に着手した（図2，図3）（東京大学地震研究所[課題

番号：1515])。 

 また，火山の災害発生機構の解明について，桜島火山の大規模噴火を想定した降灰リス

ク分析を，1)噴火シナリオと気象シナリオに応じた降灰分布の推定，2)その降灰量に応じ

た影響度分析に分けて行った。降灰により災害が予測される分野の整理を行い，火山灰の

湿潤時における導電性やその重量，付着した火山ガス成分により，様々な社会システムに

影響を与えることを確認した。続いて，その中から，本研究における降灰リスク分析を行

う対象分野を，道路，航空，建物という３分野に設定し，それぞれの災害影響度を決定づ

ける閾値について検討した。1914年の大正噴火規模の噴煙を仮定し，3890日分の気象シナ

リオに基づいて，降灰分布を計算し，降灰ハザードデータベースを構築した。降灰分布の

予測計算にはPUFF モデルによる火山灰輸送シミュレーションを用いた。また，そのデータ

ベース内の降灰分布集合に対し，桜島上空の偏西風のよる影響の変化や，台風を含む強い

風速下等を条件に用いた降灰分布確率の算定により，桜島における大規模噴火時の降灰分

布について有意な傾向を見出した。算出した降灰分布とその確率分布を用いて，分析対象

項目とした道路，航空，建物の３分野における降灰リスクを分析した。航空分野において

は，国内の２０空港について定めた閾値ごとの降灰確率分布を算出し，そこから羽田空港

や新潟空港について，降灰を懸念すべき噴火時期を明らかにした。また，建物倒壊などの

降灰リスクを回避するために，要避難人口を求めた。日々変わる気象条件を考慮し，2017

年と2013年の2年間，計730日間における各日の要避難人口を求めた｡最大の要避難人口は

2017年においては8月23日の気象条件下であり，625,186 人，2013年においては9月16日の

635,171 人となった。また，いずれの年でも5月から10月までの平均要避難人口は10万人を

超え，避難実施の困難が予想されることがわかった（図4）（京都大学防災研究所[課題番

号：1914])。 

 また「脆弱性」という概念について，前年度に引き続き，東日本大震災の被災経験に基

づいて，コミュニティの災害脆弱性評価のための指標を量的および質的分析によって検討

した上で，南海トラフ地震の被災想定地域を対象に質的分析によってコミュニティ防災力

に関する検討を深めた。具体的には，1)空間（土地利用，土地条件，都市計画，都市機能

など），2)防災意識・災害文化（災害の集合的記憶とその喚起装置，災害への備えなど），

3)社会的凝集性（地域住民組織，防災組織・NPOやその組織間関係，行政との協働など），
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4)災害対策（防災施設等のハード対策と防災計画等のソフト対策）という脆弱性の構成要

素に関する作業仮説に基づいて調査研究を進めた。今年度は，宮城県の津波被災地5市5町

（石巻市，気仙沼市，名取市，東松島市，岩沼市，亘理町，山元町，七ケ浜町，女川町，

南三陸町）のコミュニティを対象にアンケート調査を実施した。特に，震災後の移転（空

間の変化）という生活環境条件の変化が，どのような変化をもたらしたかを分析したとこ

ろ，まず最初に挙げられるのは，)震災前と比較してコミュニティの生活条件が全体として

悪化しており，特に，買物の便，公共交通の便，雇用・生業条件に関してそうした傾向が

顕著であること，次いで，移転の有無によって生活環境の変化に有意差が生じており，移

転した地区でポジティブな変化とネガティブな変化がともに大きいこと，つまり，移転地

区間で生活環境条件が分極化する傾向が生じていることがわかった。以上の知見はいずれ

も，防災事業（移転）と都市計画・生活再建の不調和を示唆するものである。その実態に

対する理解を現地調査によって深め，脆弱性を把握するための地域類型論的な分析枠組を

構築し，南海トラフ地震被災想定地域の現状分析や防災対策に役立てる必要があることが

わかった（図5，図6）（名古屋大学[課題番号：1704])。 

 

（3）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 

 地震の災害軽減のための情報の高度化について，災害の人文社会学的研究の側面から，

地理空間情報（G空間情報），GIS（地理情報システム），衛星測位（GPS，準天頂測位シス

テムなど）の統合的活用方法の開発を行った。今年度は，まず準天頂衛星などによる衛星

測位と地理空間情報および GIS の統合的活用法を開発し，積雪寒 冷地の地域特性を考慮

した災害発生時の避難に関する研究を行い，課題抽出と対策のための提言を行った。なお，

ここでは高精度避難ナビゲーションシステムを含む防災・減災のための情報システムを構

築し，その活用方法の開発を行った。次に，地理空間情報とGISの統合的活用法を開発し，

地域防災力を強化し，防災・減災のための災害情報の高度活用について研究を行った。そ

の中では，都市開発が地震・津波災害の災害リスクや災害 に対する社会的脆弱性を増大さ

せる可能性を論じ，地理空間情報活用による対策の有効性を検討した。なお，ここでは地

方レベル，市町村レベル，町内会レベル等の異なる空間スケールごとに分析し，各スケー

ルにおいて防災・減災のための課題などを明らかにした。さらに，地域防災のための公開

講座の開催，自治体防災担当者対象の講義の実施，自治体との相互協力協定にもとづく防

災教育・地域貢献の実施等により，効果的な研究成果の普及手法を検討した。GISや地理空

間情報の防災への有効活用について，自治体や自主防災組織などで講演会や防災GISセミナ

ーを開催した。また，北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測 センターでは地震火

山地域防災情報支援室を設置し，公開講座の実施や地震防災教育活動を実施した（図7）（北

海道大学[課題番号：1006])。 

 火山災害情報およびその伝達方法のあり方について，2014年9月27日の御嶽山噴火にとも

ない，地域住民，観光客といった情報の受け手や，自治体職員等の情報伝達の担い手にと

って有用な災害情報の内容や伝達方法のあり方について検討・提案を行った。特に，今年

度は，火山災害情報のあり方について，御嶽山の噴火と対策に関する意識調査を長野県側

（木曽町・王滝村）の住民に対して実施し，あわせて，噴火時に登山していた人に対して

も意識調査を実施した。分析の結果，事前の噴火リスクに認識においては地域差はあまり
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見られないことがわかった。噴火から3年が経過したものの噴火を経験した人には未だに大

きな心理的ストレスがあることがわかった。また，岐阜県，長野県で実施した調査結果の

取りまとめと比較分析を実施した。さらに，噴火後に新たに創設された御嶽山火山マイス

ターの運用状況について，長野県に対してヒアリング調査を実施した。住民意識調査の結

果について，岐阜県下呂市小坂町をはじめとして，ワークショップを開催し共有し，火山

に関する情報伝達のあり方についての意見交換を実施した（図8）（名古屋大学[課題番号：

1706])。 

 

（4）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

 地震動誘因や津波誘因の不確実な長期予測情報が，災害軽減に有効に役立つためのコミ

ュニケーション手法を確立することにより，地震発生長期予測情報の高度化に貢献するこ

とを目的として，2016～2017 年度に大きな地震があったイタリアやニュージーランド，

台湾などにおいて被害やコミュニケーションに関する現地調査を行った。また，サンフラ

ンシスコ湾岸地域のサンアンドレアス断層の地震活動の影響を受ける可能性がある住民

750 名に対して社会調査を行ったところ，リスク推定値の不確実性を専門家が明示的に認

めることで，専門家は誠実で率直であるという確信が高まり，大きな信頼が得られること

がわかった。また，信頼の高まりは，リスクの予測確率が低いほど，またリスクの予測期

間が長いほど大きいこともわかった（東京大学地震研究所[課題番号：1517])。 

 情報を高度化することによって，地方公共団体が火山災害の発生の可能性について総合

的に把握して，的確な防災対応を行うことを支援するシステムを目指した研究を進めた。

具体的には，火山情報などの防災情報に結び付くインターネットで入手可能な各種観測情

報を様々な関係機関から準リアルタイムで収集して，統合して表示するシステムを構築し，

北海道内の地方公共団体に設置してその効果を検証している。今年度は，6月に十勝岳で臨

時解説資料が，11月には雌阿寒岳で火口周辺情報が発表され，システムの改良点を実地で

見出す機会を得た。また，9月6日には最大震度7を観測した胆振東部地震が発生し，大規模

な土砂崩れにより大きな被害が生じた。その際，全道規模のブラックアウトも発生した。

これを契機に，2016年の熊本地震の経験を踏まえて検討していた地震・震度情報の取得・

表示機能を組み込んだ。また，ホームページが時々刻々更新されて新たな情報が得られる

場合にも，大きな遅滞なく対応できるように開発を進めた。さらに，高解像度降雨レーダ

ー画像の取得・表示機能も追加した。十勝岳を有する美瑛町と雌阿寒岳を有する釧路市が，

観光客や登山者など来訪者に火山防災情報をリアルタイムで提供することを目的として，

このシステムを集客施設に設置した。これはこのシステムが自治体に評価され，受け入れ

られていることを示している。秋田市で開催された日本火山学会秋期大会でこのシステム

のブース展示して発表した（図9，図10）（北海道大学[課題番号：1009])。 
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表 1. 対象とした近年の 4 つの地震災害における罹災証明発行の実態（新潟大学[課題番

号：2702]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 罹災証明書発行業務のモデル化（新潟大学[課題番号：2702]） 
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図 2. 長周期地震動増幅に効く南海トラフ付加体の地下構造モデル構築(マルチスケール

解析による三次元構造インバージョン)（東京大学地震研究所[課題番号：1515]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 堆積平野・堆積盆地における強震データベースの拡充（東京大学地震研究所[課題

番号：1515]） 

工学的需要が高いトリガー観測データ
東京大学地震研究所
強震観測データベース

連続観測から切り出したデータ
東京大学地震研究所

首都圏強震動総合ネットワークSK-net

相互乗り 入れ開始
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図 4. 桜島の大規模火山噴火を想定した事前広域避難計画のための一年を通した要避難人

口の推移(上:2017 年，下:2013 年)（京都大学防災研究所[課題番号：1914]） 
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図 5. 東日本大震災の被災地における復興後の生活環境条件の変化（名古屋大学[課題番

号：1704]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6. 東日本大震災の被災地における住宅再建方式別の生活環境条件の変化（名古屋大学

[課題番号：1704]） 
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図 7. 釧路市における津波発生字の避難可能域と避難困難区域のシミュレーションデータ

（北海道大学[課題番号：1006]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8. 火山活動に変化が見られた時の情報提供ニーズ（名古屋大学[課題番号：1706]） 
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図 9. ４つの情報ウインドウが表示されているデスクトップ(左上：噴火警報・解説情報，

左下：噴火時系列，右上：高解像度降雨レーダー画像，右下：土砂災害警戒判定メッシュ

情報)（北海道大学[課題番号：1009]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10. 統合型ウインドウに表示された震央マップおよび津波情報（試験的）(日別地震回

数，マグニチュード-時間分布図，潮位観測情報。地震発生回数表示には，地震活動の時

間的な推移が把握できるように，地震情報が更新されるたびに積み上がる，最大震度をカ

ラーで表した積み上げ棒グラフ形式を用いた。マグニチュード-時間分布図についても，



- 259 - 
 

マグニチュードとともに最大震度がカラーと円の大きさで表されている)（北海道大学[課

題番号：1009]） 
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１（７）史料・考古 

 

「史料・考古」計画推進部会長 榎原雅治（東京大学史料編纂所） 

副部会長 佐竹健治（東京大学地震研究所） 

 

１．5 年間の成果 

  (1)概要 

 当部会で実施された研究課題における平成 26～30 年度の成果の概要は次のとおりであ

る。 

 歴史地震研究の基盤である既刊地震史料集に所収されている多種多様な史料について，

史料本文のデジタルデータ化と校訂作業を実施し，地震関連史料データベースを構築した。

また，各地の史資料保管機関において地震関連史料の調査・撮影を実施し，その中で特に

日記史料の記録に基づいて，1854 年安政東海・南海地震の前後の期間における有感地震

の発生傾向を分析した。 

 考古遺跡に残された災害痕跡の記事について，全国各地の発掘調査報告書などから抽

出・分析し，データベースの項目設計，発掘現場での情報収集，データの収集と分析，文

献の調査などに基づいて，新規に全国的なデータベースの作成を開始した。また，このデ

ータベースを発展させて，地震関連史料データベースと統合した拡張版データベースの試

作版も作成した。 

 津波堆積物に関するデータについて，北海道や北方領土やロシアの沿海州において，歴

史津波や先史時代の津波痕跡の調査を実施した。また，津波の痕跡が保存される場所や条

件を確認するため，2011 年東北地方太平洋沖地震津波で形成された津波堆積物を追跡調

査した。一方で，1855 年安政江戸地震について，記述内容の信頼性が高い日記史料に記

された遠地での有感記録に基づき，有感場所ごとに緯度・経度を特定して震度を推定し，

有感範囲の地理情報システムの試作版を作成した。さらに，奈良盆地の考古遺跡で確認さ

れた地震に起因する災害痕跡と，史料から判明している被害地震との対応について，複数

の事例を用いて検討した。 

 日本海沿岸地域での歴史地震の実像を探るために，各地の史資料保管機関に所蔵されて

いる史資料の調査や，既刊地震史料集に所収されている史料の原本調査と校訂作業を実施

した。これらによって，1804 年文化象潟地震については，新たな史料に基づいてこれま

での地震被害数を修正した。また，1858 年安政飛越地震については，原史料に基づいて

被害一覧表を作成し，正確な家屋被害数と一軒当りの死者数を導き出すとともに，絵図の

分析と地形調査によって，大規模な山崩れと天然ダムの形成場所を明らかにした。さらに，

1855 年安政江戸地震に関する史料記述の分析から，家屋倒壊率を導き出す際に「半潰」

軒数を用いるのは好ましくなく，家屋全壊率を家屋倒壊率とするのが妥当であることを明

確にした。一方で，新潟県内の考古遺跡の発掘調査で検出された地震痕跡を集成・分析し，

1751 年越後高田地震において液状化痕跡がほとんど残っていない原因として，段丘の発

達や粘土層の厚さによって，大きな地震でも噴砂などが発生しにくい低地があることを指

摘した。 

 既刊地震史料集の史料検索システムや，歴史地震に関連する文献の検索システム，明治
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期の地名検索システムなどを構築して，歴史地震研究における環境を整備した。また，各

地の史資料保管機関において地震関連史料の調査を実施し，名古屋大学附属図書館所蔵の

『高木家文書』については修復と翻刻を実施した。 

 史料に基づいて幾つかの歴史地震を検討し，歴史地震のカタログにある間違いを提示し

た。また，地震学の知識を有し史料の読解ができる人材の育成と，幅広い研究分野の人材

の交流を目指し，歴史学の専門家の協力を得て，史料の翻刻や古地震に関する研究会を実

施した。 

 

  (2) 5 年間になされた主要な成果 その 1 

 地震火山観測研究計画を実施・運営する地震・火山噴火予知研究協議会の計画推進部会

に史料・考古部会が組織され，歴史学や考古学の研究者が複数参加して，地震学・火山学

の研究者などと共同で調査・研究が始められた。地震・火山研究に関するこのような文理

融合研究は，他に類をみない組織的・長期的な内容のものであり，史料・考古部会におけ

る文理融合研究の実施とその継続は主要な成果と言える。 

 

  (3) 5 年間になされた主要な成果 その 2 

 全国各地の発掘調査報告書の収集・分析に基づいて，災害痕跡データベースの作成が新

たに開始された。これまで考古学を主体とする全国的な災害痕跡のデータベースは存在し

ておらず，災害痕跡記事の抽出やデータの作成，データベースの構成などに新規の研究成

果が活用されている。 

 

  (4) 5 年間になされた主要な成果 その 3 

 災害痕跡データベースを基盤とした災害痕跡 GIS データベースシステムと，地震関連史

料データベースとを統合して，相互に検索できるシステムを開発した。これには，地震を

起因とする災害痕跡と史料記述にある被害発生場所とを関連付けるために，それぞれの位

置情報が活用されており，これによって歴史地震の被害実態について総合的な考察が可能

となった。 

 

２．平成 30 年度の成果 

 

 将来発生する地震や火山噴火について知見を得るためには，現在だけでなく過去に発生

した事象に関する調査・研究が重要である。地震や火山噴火は日本列島とその周辺域で有

史以前から幾度も発生しているが，日本における地震の近代的な機器観測の開始は明治初

期以降であり，全国的な機器観測の展開は 100 年に満たない。そのため，機器観測以前に

発生した地震や火山噴火について知るためには，歴史学や考古学で用いられている史料や

考古資料に基づいた調査・研究が必要になる。特に，一度発生すると甚大な被害をもたら

す低頻度で大規模な巨大地震・大地震や大噴火については，機器観測が実施されている期

間に比べて発生間隔が長いために，機器観測によるデータは多くない。そこで，史料や考

古資料に基づくデータと近代的な観測データとの比較・検討を通して，巨大地震や大噴火

の現象解明とそれらの再来間隔や，その前後に発生する中・小規模の地震や火山活動を含
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めた全体像の把握に努めていく必要がある。 

 平成 26 年度より開始された本研究計画ではそれまでの計画とは異なり，過去に発生し

た地震及び火山噴火の現象とそれらによる災害について，史料や考古資料を用いた研究の

必要性が明示されており，当部会はこの研究分野を主体的に推進する立場にある。そこで

当部会では，個別の研究課題の成果に基づいて「災害の軽減に貢献する」ことができるよ

うな方向性を導き出し，本研究計画が切り拓く文理融合研究の新たな学術的展開に寄与し

ていく必要があると考える。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（1）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

 歴史学や考古学において研究の基礎となる史料や考古資料について，地震や火山噴火の

現象解明とそれらに起因する災害の研究に活用するためには，地震関連史料集や考古遺跡

の発掘調査報告書という紙媒体を用いた既存の理学的分析だけでは不十分である。さらな

る研究の深化のためには，歴史学・考古学における史資料の学術的な分析とデジタルデー

タ化が必要であり，不足している部分については新たな史資料の調査・収集も実施する必

要がある。今年度も引き続き，史資料の調査・収集や，デジタルデータ化に関する作業方

針の検討，及びデジタルアーカイブ化を実施した。また，個別のデータベースを組み合わ

せて，史料・考古の統合データベースの試作版を構築した。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 

・文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開 

 地震・火山噴火史料データベースの構築を目指し，『増訂大日本地震史料』や『新収日

本地震史料』といった既刊地震史料集に所収されている史料について，データベース構築

に必要な XML データ化作業を継続して実施した。史料本文をデータ化する際に，歴史学的

に信頼できる原典史料に遡り，史料記述の間違いの修正や省略部分の補足を行う校訂作業

に重点をおいており，史料データの正確性の確保に努めている。史料本文の校訂作業には

膨大な手間と時間を必要とするため，当初の計画どおりには進捗していない。そこで，今

年度からは計画を部分的に変更して，既刊地震史料集全 33 冊（合計約 27,000 頁）を一端

全てテキストデータ化して簡易データベースを作成し，それを基にして校訂作業を実施し

ていく手法を開始した。これによって，平成 29 年度までにデータベース化の作業に着手

している約 30.9％に加えて，今年度中に新たに約 24.5％のテキストデータ化が達成され

た。これらについては順次，試作版の「日本地震関連史料データベース」に組み込んでい

く予定である。 

 また，平成 29 年度に引き続き，東海地方にあって長期間にわたる日記史料が現存する

三河国田原藩（愛知県田原市）の『田原藩日記』（田原市博物館所蔵）の調査・撮影を実

施しており，今年度で全ての撮影が完了した。 

 さらに，平成 30 年 11 月 30 日に，地震史料データベースの更なる活用に向けて，地震

史料シンポジウム「地域史料から地震学へのアプローチ」を開催した（東京大学史料編纂

所［課題番号：2601］）。 
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・日記史料の収集・分析と前近代の地震活動の解明 

 平成 29 年度に引き続き，既存の日記史料に新たに調査・撮影した日記史料を加えて，

「日記史料有感地震データベース」を構築し，今年度は試作版を公開した。また，このデ

ータベースを基にした地理情報システムを作成し，そこから前近代の有感地震に関する時

空間分布図を作成した。さらに，この日記史料有感地震データベースと気象庁の震度デー

タベースの有感範囲を比較・検討して，前近代に日本各地で発生した中・小規模の地震に

ついて震源決定を試みた。今後の展開として，日記史料のデータベース化を進めて有感地

震の記録地点数と記録期間を増やしていき，19 世紀中頃の日本列島における有感地震の

有無や有感範囲などのデータ量を増加させていく計画である。それに対応して，データベ

ースの構成や時空間分布図の改良も予定している（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析 

 主に日本海沿岸地域における地震・火山関連史資料を収集し分析するために，各地の史

料保存機関に所蔵されている史資料の調査や，既刊の地震・火山噴火史料集に所収されて

いる史料の原本調査に基づく校訂作業を実施した。これらの原本調査と校訂作業に基づく

史料の分析から次のような成果が得られた。 

 享保三年七月二十六日（1718 年 8 月 22 日）に発生した伊那・三河地震における被害の

全体像を明らかにするために，京都の町人が記した良質な史料である『月堂見聞集』など

の諸史料を検討した。吉田藩領（愛知県豊橋市他）や淀城（京都市伏見区）では地震によ

る被害があり，現在の松本市・諏訪市・伊那市高遠町・飯田市でも被害があり，そのうち

飯田市が最大であった。 

 弘化四年三月二十四日（1847 年 5 月 8 日）夜 10 時頃に発生した善光寺地震や，その 5

日後の三月二十九日（同 5 月 13 日）昼頃に発生した高田地震ではなく，同三月二十九日

朝に発生した地震について検討した。埴科郡森村（長野県千曲市）で記された日記史料で

ある『徒然日記 附 地震大変録』によると，三月二十九日朝の地震は「大地震」とあり，

土蔵の屋根瓦が一寸（約 3 ㎝）ほどずつずり下がったとある。このことから森村では，三

月二十四日夜の地震よりも三月二十九日朝の地震による被害の方が大きかった状況がわ

かる。 

 1854 年嘉永（安政）南海地震後に作成された『嘉永七年寅霜月大坂大地震（仮）』，『大

坂大津浪図』，『大坂大洪水図』といった瓦版の絵図について翻刻・検討を行った。『大坂

大洪水図』は，多数の残存が確認できる『嘉永七年寅霜月大坂大地震（仮）』を基図にし

て朱筆による書き込みがある絵図であり，瓦版の入手者の手によって情報が付加されてい

る状況がわかる。 

 1707 年宝永地震，1854 年嘉永東海地震，1855 年安政江戸地震などにおける家屋の地震

被害に関する史料記述を検討し，家屋倒壊率を導き出す方法の再検討を行った。その結果，

史料に記されている家屋の「半潰」軒数については，家屋倒壊率を導き出すための被害数

として使用することは不適当であり，広域の地震被害を検討する際には，家屋全壊率を家

屋倒壊率として用いることが妥当であるとの結論に至った（新潟大学［課題番号：2701］）。 

 

・東海地方を中心とした南海トラフ地震関連史資料の収集と分析 
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 三重県や愛知県の自治体史・郷土史などを中心に史料調査を行い，南海トラフ地震に関

する地震情報を抽出して，抽出された情報を項目毎にまとめた。収集した史料については，

e コミマップを用いて地図と結び付けたデータベースを構築していく予定である。また，

高知県・三重県・愛知県・静岡県の明治期の旧版地形図をデジタル化して，e コミマップ

を用いて閲覧できるようにした。さらに，歴史地震研究に活用するための国土数値情報を

e コミマップに追加して，e コミマップの活用方法を検討した。 

 史料の調査・収集については，公益社団法人全国市有物件災害共済会防災専門図書館所

蔵の瓦版（『東海道大阪辺大地震津波図』，『諸国大地震 嘉永七甲寅十一月 新板』，『関東

大地震図』など）の翻刻を行った。なお，名古屋大学附属図書館所蔵の『高木家文書』の

修復・翻刻については継続して実施している。 

 データベースについては，大学共同利用機関法人人間文化研究機構が作製した明治期地

名データについて，新たに地図や地名から検索できるシステムの構築を行った。今後，史

料情報を地図と結び付ける際に活用できると考える。また，これまで構築してきた「歴史

史料検索システム」に改良を加え，国立国会図書館で公開されている IIIF 化された『増

訂大日本地震史料』の各コマの画像と検索結果をリンクさせて，『増訂大日本地震史料』

所収の史料を検索・閲覧できるようにした（名古屋大学［課題番号：1701］）。 

 

・歴史災害研究のオープンサイエンス化に向けた検討 

 災害史資料に含まれる情報の構造化記述を可能にするために，日本語歴史資料の記述に

特化した軽量マークアップ言語 Koji（http://www.koji-lang.org/）を開発した。Koji は

形式文法の一種である解析表現文法（Parser Expression Grammar）で定義されており，

史料中の日時や地名などの情報を明示的にタグ付けすることができる。加えて，言語の処

理系を整備するために，縦書きでの記述や構文強調，エラー検知などに対応した Koji の

ための Web エディタを開発した。このエディタは script タグを含めることで任意の Web

ページに設置することができる。 

 本研究の活動の一環として運営している歴史災害資料の市民参加型翻刻プラットフォ

ーム「みんなで翻刻」（https://honkoku.org/）では，東京大学地震研究所図書室が公開

している和古書資料 499 点（画像数 7940 枚）を利用している。2019 年 2 月時点までに，

このうちの 94%にあたる 481 点（画像数 7467 枚，558 万文字）が 4,600 名の参加者によっ

て翻刻された。 

 新規に開発した Koji を搭載し，画像情報共有の国際的標準規格である IIIF

（International Image Interoperability Framework）に対応した「みんなで翻刻」の試

験バージョン（https://honkoku.org/next/）を開発・公開した。2019 年 3 月中に稼働を

開始し，史料の翻刻に加えてその時空間情報のタグ付けを実施する予定である（公募研究，

国立歴史民俗博物館［課題番号：2911］）。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

・考古資料の収集・分析とデータベースの構築 

 平成 29 年度に続き，47 都道府県について発掘調査報告書から災害痕跡データの抽出を

行い，データの検討を行った発掘調査地点数が計 48,352 ヶ所，データの確認のみを行っ
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た災害痕跡件数が 21,803 件に達した。これらの災害痕跡データについては，検出地点や

検出層位の再検討を進め，被災エリアの可視化や災害発生時期の特定を可能な限り試みる

ことにより，特に奈良県において 4 度の巨大地震の被災履歴を捉えることができた。地層

中で確認された災害痕跡データというデータ特性のため，史料記述のように明確な時期を

決定することは極めて困難である。しかし，近現代の攪乱の多い地層についても，地理学

的なアプローチを丁寧に加えることによって，684 年白鳳地震，887 年仁和地震，938 年

京都・紀伊の地震，1707 年宝永地震，1819 年伊勢・美濃・近江の地震，1854 年伊賀上野

地震，1854 年安政東海・南海地震における地震痕跡の存在が指摘できるようになった。

これらの災害痕跡データについては順次入力作業を進めており，データ量の増加に対応し

て入力項目の整理が必要となったため，各項目の再定義（文字情報，画像情報，ID 化情

報など）を行った。これまでの災害痕跡データをこの定義付けに従って更新し，これらの

データについてもデータベース化を進めている。 

 災害痕跡 GIS データベースシステムでは，東京大学史料編纂所で構築中の試作版「日本

地震関連史料データベース」と連携して，災害痕跡データベースと相互に検索できるシス

テム開発を進め，検索システムや情報入力インターフェースの拡充を進めた。 

 また，奈良県，京都府，静岡県，長崎県を始めとした各地の発掘調査現場において，主

に中近世以前に発生したと考えられる災害痕跡について，地質考古学的調査と試料採取を

行った。これらを整理・分析して結果を報告するとともに，災害痕跡の調査・記録方法に

関する研究集会を開催した（奈良文化財研究所［課題番号：9001］）。 

 

・福岡平野での考古データの収集 

 福岡平野に位置する警固断層の最新活動は，福岡市中央区浜の町におけるトレンチ調査

から，約 8000calBP と推定されている。これは考古年代における塞ノ神Ⅲ式中段階以前で

あるが，どれだけ年代を遡るかが課題とされていた。今回，福岡平野における縄文遺跡の

消長を細別し，型式ごとに整理した結果，警固断層の活動による地震の発生時期について，

人類活動の痕跡が急に皆無になる塞ノ神Ⅱ式中段階と結論付けることができた（新潟大学

［課題番号：2701］）。 

 

ウ．地質データ等の収集と整理 

・津波堆積物の調査による古津波の検討 

 地震の長期評価の説得性を向上させるには，地震やそれによる津波が痕跡を残さない事

例，また，痕跡が形成された後に一部もしくは全部が消失してしまう事例についても調査

し，その過程を解明する必要がある。青森県の三沢海岸には，2011 年東北地方太平洋沖

地震で形成された津波堆積物が残されている。遡上限界付近の薄く不連続な堆積物は消失

してしまった所が多いが，粒径の変化を詳細に調査することで，遡上限界付近の特徴であ

る「粗粒で軽量な粒子が集積した堆積物」が識別可能な場合のあることがわかった。これ

は，津波堆積物の粒径と比重を系統的に調査することで，古津波についても遡上限界まで

追跡しているかどうか評価可能であることを示す。 

 また，ロシアの沿海州や北方領土で歴史時代と先史時代の津波堆積物の調査を進めてい

る。今年度は国後島で約 10 日間の調査を行い，国後島の太平洋沿岸，古釜布～クラオイ
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川（約 30km の範囲）で，1994 年北海道東方沖地震津波によると思われる明瞭な津波堆積

物を確認した。 

 さらに，1611 年慶長三陸地震による津波の北海道南西部における被害と痕跡について

考察した。この地震については，『松前家記』に「十六年辛亥十月東部海嘯民夷多ク死ス」

とある。北海道太平洋沿岸における 17 世紀の津波堆積物の年代を統一手法で求めると，

苫小牧～むかわの津波堆積物は 1611 年起源で説明でき，噴火湾や襟裳岬より東のものは

明らかに後年と考えられる。史料にある「東部」が松前より東部という解釈で良いならば，

史料の記述と痕跡は矛盾しないことになる（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・九十九里浜での地形・地質調査 

 1703 年元禄関東地震の際に津波が襲来した千葉県東部の九十九里浜平野に位置する片

貝村（現，九十九里町片貝付近）には，元禄関東地震の前後に作成された絵図が存在して

おり，現地比定の結果から現在の九十九里町役場付近まで津波が遡上した可能性が指摘さ

れている。この津波に伴って堆積した「津波堆積物」を検出するため，役場付近の堤間湿

地において浅層部の地質調査を実施した。掘削調査で採取された試料について，放射性炭

素（14C）年代測定や光学顕微鏡を用いた珪藻化石群集の調査を行った結果，採取された

試料は，津波や高潮などの海側からの流れ込みに伴うイベント堆積物である可能性が高い

ことが判明した（新潟大学［課題番号：2701］）。 

 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

 前近代の地震・火山噴火に関する史料や考古資料をデジタルデータ化し，同一の地図上

に載せて被害分布図などを作成することによって，近代的な機器観測に基づく観測データ

との比較・検討が可能になる。これによって，機器観測の開始以前に発生した低頻度で大

規模な地震・火山噴火の現象やそれによる災害を対象とした調査・研究が促進され，今後

発生する低頻度で大規模な災害の予測や，その被害の軽減に貢献できると考える。 

 

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・

火山現象の解明 

・史料に基づく前近代の被害地震の実態解明と地震活動の分析 

 試作版の「日本地震関連史料データベース」に収められた史料を用いて，文禄五年（1596

年）閏七月に発生し，現在の大分県の別府湾岸に津波被害をもたらした文禄豊後地震に関

する史料について再検討した。史料の詳細な検討から，地震・津波の発生日を閏七月九日

（1596 年 9 月 1 日）とする複数の史料については，情報源が個々に独立したものである

が，同じく発生日を閏七月十二日（同年 9 月 4 日）とする複数の史料については，後世に

日付を改めたものであるため，信頼性のないことが判明した。これによって従来，閏七月

九日説と同十二日説の学説が存在していた文禄豊後地震について，別府湾に津波被害をも

たらした地震は閏七月九日であったことが確定的となった。 

 また，嘉永七年十一月四日・五日（1854 年 12 月 23 日・24 日）の東海・南海地震関連

の日記史料について集中的に調査・収集し，本震前後の期間における有感地震の記録につ

いて分析した。現段階での成果として，東海・南海地震の発生前に，太平洋沿岸地域では
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目立った有感記録の増加はみられないが，山陰地方や近畿地方北部では本震発生の 5 年前

に有感地震の記録が増加している状況が判明した（東京大学史料編纂所［課題番号：2601］）。 

 

・前近代の奈良盆地における被害地震と災害痕跡との対応 

 史料に記された被害地震の発生年月日は明確であるが，被害の範囲やそれに基づく震度

分布などは推定に頼らざるを得ない。一方で，考古遺跡にみられる災害痕跡の場所と被害

状況は明らかであるが，それが生じた時期については資料の性質上一定の幅を有しており

確定は難しい。そのため，史料に基づく前近代の被害地震と考古遺跡にある災害痕跡とを

対応させるには，災害の発生時期についてある程度の範囲で考える必要がある。そこで試

みに，奈良盆地の考古遺跡で確認された地震に起因する災害痕跡と，史料から判明してい

る被害地震との対応について幾つかの事例を検討した。 

 高市郡明日香村岡の酒船石遺跡では地滑りの痕跡が確認されており，その年代は 7 世紀

後半と推定されている。その時期に奈良に大きな揺れをもたらした被害地震としては，史

料から 684 年の南海トラフ沿いの巨大地震が考えられる。 

 葛城郡広陵町萱野の箸尾遺跡では噴砂の痕跡が確認されており，その年代は 11 世紀初

めと推定されている。史料からはその時期に奈良に大きな被害をもたらした内陸地震は確

認できないため，1096 年の南海トラフ沿いの巨大地震が候補として挙げられる。 

 高市郡明日香村大字真弓小字カヅマヤマのカヅマヤマ古墳では地割れの痕跡が確認さ

れており，史料から考えられる被害地震として，大きく長い揺れを伴う 1361 年の南海ト

ラフ沿いの巨大地震が挙げられる。 

 このように奈良盆地で災害痕跡を生じさせた被害地震は，南海トラフ沿いで発生した巨

大地震に起因する場合が多い。そのため，仮にその前後数十年の間に発生した内陸地震に

よって災害痕跡が生じていたとしても，時期を絞り込むことが困難なために，巨大地震に

起因する災害痕跡とされてしまう可能性がある（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・液状化痕跡による古地震の調査 

 2018 年 9 月に発生した北海道胆振東部地震を受け，液状化の痕跡である噴砂の地質学

的特徴を調査した。苫小牧市，厚真町，むかわ町の例では，噴砂丘，砂脈の構成物や構造

には，割れ目の形状や液状化層の構成物（ここでは砂，泥，礫，様々なサイズの軽石）が

影響していることがわかった。また，液状化の痕跡は古地震の情報源として使われるため，

発掘調査報告書の液状化痕跡の産状記載を確認した。札幌市で公表されている 234 ヶ所の

発掘調査報告書を調査した結果，そのうち 54 ヶ所で液状化の痕跡が記載されていること

がわかった。今後，写真や図版を基に噴砂または液状化の痕跡とみなされた根拠も整理す

る予定である（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・史料の収集と分析による歴史地震の調査 

 今年度は，寛永年間以後および寛文年間の京都周辺における地震活動に関する史料を翻

刻した。また，1854 年伊賀上野地震の際に伏見で発生した液状化被害について検討し（加

納，2018），1707 年宝永地震と富士山噴火に関する複数の写本を検討し，より原本に近い

史料を特定して未読箇所を翻刻した（服部・中西，2017，2018）。さらに，宝永地震と富
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士山噴火について，現在知られている中で最も完全で，かつ古い時代に記された史料を特

定し翻刻した（小林ほか，2018）。これらの研究から，1707 年宝永地震の本震と翌日発生

した余震の震源域の推定に有益な情報が得られた。一方で，2018 年 6 月 18 日に発生した

大阪府北部地震における文化財被害の分析を通じて，歴史地震における震度変換手法の高

度化に向けた研究を開始した。 

 市民参加型のオンライン翻刻プロジェクト「みんなで翻刻」に史料を順次追加するなど

運営に協力しており，歴史学の専門家の協力を得て，古地震に関する合宿形式の研究会（翻

刻を主とした史料読解）を実施した（平成 30 年 9 月，平成 31 年 3 月）。この研究会では，

歴史学の専門家による指導を受けて史料の翻刻と解釈を実践しており，歴史学に関する講

演によって史料解釈に必要な歴史学の基礎知識の獲得を目的としている。この研究会は，

地震学のバックグラウンドを持ちながら史料の解読もできる人材の育成だけでなく，歴史

学，人文情報学，地理学，地質学，気象学，地震学といった幅広い分野の研究者と学生，

大学職員，一般市民の交流の場となることを目指している。この研究会において翻刻や史

料の取り扱いを学んだ研究者や学生が，上記のような研究成果を発表するようになり，人

材育成の効果が顕れはじめていると言える。なお，「みんなで翻刻」の開発や，上記の歴

史地震研究の成果は，この研究会での学習，技術開発，情報交換によって生み出されたも

のである（京都大学防災研究所［課題番号：1901］）。 

 

・明治前期における過去の地震・津波報告の分析 

 明治二十六年（1893 年）に当時の帝国大学理科大学は，各地の郡役所・町役場などに

過去の地震・津波や海底地形変動に関する情報の提出を求めており，「地震学及地理学研

究材料 測候所郡役所組合事務所報告」（東京大学地震研究所所蔵）として各地からの報

告がまとめられている。 

 この報告書に収録されている福島県楢葉町の事例として，かつて楢葉郡木戸村付近の沿

岸には脇浜村があったが，慶長年間の海嘯（高浪・高潮）によって壊滅し，生き残った住

民はこの海嘯の伝承を有しており，これが地元の旧記にも記されているというものがある。

『福島県史』や『楢葉町史』によると，近世初頭に存在した「わきの村」または「脇之浜

村」は，近世後期には史料上に現れなくなることが確認されている。元福島県立歴史資料

館・山内幹夫氏が昭和 49 年に実施したフィールドワークによると，楢葉町北田にある北

田天満宮の縁起を記した旧記が現存しており，その旧記には脇浜村が慶長年間の洪水・大

波によって壊滅したと記されているとされる。 

 この報告書にある千葉県からの報告には，現在の館山市域の「今境橋」に関わる明応期

の地震による隆起の伝承や，上総国興津の禅奥寺の元禄地震津波に関する伝承などが記さ

れている。また，旧銚子町からの報告には『田中玄蕃所蔵ノ記録』として『新収日本地震

史料』などに収録されている『先代集』の文章が記載されており，刊本では「洗足の砌波

上げ盤浮き」とされている部分について，「盤」の文字が「盥」の誤読であることが確認

された。 

 この報告書の富山県四方町地区からの報告には，安政五年（1858 年）二月二十四日の

四方海岸において，30 間（約 54m）の潮の満ち引きがあり，溺死者 3 名の被害が記されて

いる。この日に発生した地震としては，内陸部を震央とする「飛越地震」が挙げられる。
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この潮の満ち引きに関連して，他に『地水見聞録』に記された高波による 4 名の死者，あ

るいは『魚津在住見聞録』に記された魚網の流失や漁舟の大破などがあり，地震とは別に

海嘯が発生していた状況がわかる。 

 なお，この報告書にある北海道の海嘯記事については，『日本地震史料』に収録されて

いる内容と一部共通しているが，『日本地震史料』に収録されているのは『時風録』から

の引用であり，この報告書にはより多くの箇所の海嘯記事が収録されている（公募研究，

東北大学災害科学国際研究所［課題番号：2903］）。 

 

・史料中の有感地震記録を用いた歴史地震研究の新展開 

 史料中の有感地震記録を用いた新たな歴史地震研究の可能性を探るために，気象庁震度

データベースや最近構築された震度の多次元距離減衰式を用いて，有感地震回数分布の再

現性の検証を行った。また，有感地震記録に基づいて，大地震の震源域を推定する予察的

手法を構築し，2004 年新潟県中越地震，2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年福島県浜通

りの地震について適用した。 

 2000 年～2010 年までに最大震度 3 以上，深さ 20km 以浅で発生した約 2300 の浅発地震

を対象にして，田中・他（2017）の多次元距離減衰式から予測震度を計算し，計測（観測）

震度との比較を行った。その結果，震源距離 10～400km 程度の有感域のほぼ全域にわたっ

て残差が±1 程度の範囲内に収まり，残差のヒストグラムは平均がほぼ 0 の正規分布を示

すことが判明した。また，既往の距離減衰式に比べて，幅広いマグニチュード，震源距離

の範囲内において小さな残差になることが示された。さらに，田中・他（2017）の多次元

距離減衰式によって，日本全国で観測された有感地震回数（震度 2 以上）の分布を概ね再

現することができた。これらの結果は，田中・他（2017）による地殻内地震に関する多次

元距離減衰式が，既往の距離減衰式に比べて中・小地震や遠方の観測点まで，日本全国の

地表における計測震度の推定式として活用できることを示している。 

 現在の震度観測点が稠密に展開されている状況については，有感地震回数の分布から地

震活動度を推定できる可能性が示された。しかし，史料中の有感地震記述への適用可能性

を考えた場合，史料から有感地震数を抽出できる点（震度観測点）は現在に比べ極端に少

ないことが想定される。そこで，観測点を 1/2，1/4，1/8，1/16 に間引いた場合に，残差

分布ならびに残差が最小となるグリッドがどのように変化するか調査した。その結果，観

測点密度が低くなるにつれてイメージングされた震源域は不明瞭になるものの，観測点の

カバレッジが保証され有感地震回数が突出する観測点がある場合には，観測点分布が疎に

なった場合でもある程度，震源域がイメージングされることが分かった。 

 このような結果からは，今後，史料から有感地震に対する記述を抽出・蓄積するととも

に，予察的に構築した手法を高度化することで，歴史地震の震源域を従来の被害記述とは

異なった観点から議論できる可能性が示唆される（公募研究，公益財団法人地震予知総合

研究振興会［課題番号：2912］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 これまでの地震火山観測研究計画においては，近代的な観測が開始された明治期より前

に発生した地震・火山噴火やその災害について，主として地球物理学の分野から研究が実
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施されてきた。近代的な観測記録が皆無の地震や火山噴火を対象とした調査・研究を実施

する際には，観測記録の代わりに史料や考古資料を用いる必要がある。そもそも，史料や

考古資料については，本来，歴史学や考古学の手法で取り扱われなければ学術的な妥当性

を保持できないものであり，理学的な知見のみで取り扱われた場合には，誤った見解を導

き出してしまう危険性がある。このような理由から，近代的な観測記録のない地震や火山

噴火に関する史料や考古資料を用いた理学的な研究には，学術的な手続き上看過できない

問題が内在していた。 

 そのため，平成 26 年度から実施されている「災害の軽減に貢献するための地震火山観

測研究計画」においては，近代的な観測記録が存在しない地震や火山噴火について，地震

学や火山学といった理学系の分野だけでなく，歴史学や考古学といった人文学系の分野の

研究者も組織的に参加し，史料や考古資料を活用した調査・研究が共同で実施されている。

このように理学系と人文学系の分野が主体となった文理融合研究は他にあまり類例がな

く，本研究計画における学際的な研究として特筆すべき研究体制と言える。史料・考古部

会では，次期の研究計画においても，地震・火山学や関連諸分野との連携を強化し，他の

部会と協力して研究計画を推進していくとともに，新たな学際的研究分野の創出も視野に

入れて，研究の更なる深化と展開を目指していくべきと考える。また今後は，文理融合研

究の成果を用いた地域との連携や，地域社会への学術的貢献も検討していく必要があろう。 

 当部会では，文理融合研究を進める上でデータの共有化が必須と考え，平成 26 年度以

降，史料・考古それぞれのデータベース化に向けて，データ構成の検討やデータベースの

構造などについて様々な研究を実施してきた。史料データは被害発生の時期は明確である

が場所は必ずしも明確でなく，考古データは被害発生の時期に幅があるものの場所は明確

である。今年度は，このような特徴を有する双方のデータについて，奈良盆地を対象とし

て被害発生場所と発生時期とを結合した連続データを作成し，位置情報と時代・時間情報

の両方から検索可能な史料・考古の統合データベースの試作版を作成した。 

 また，史料・考古の統合データベースの作成に向けた研究とは別に，史料データや考古

データを活用した前近代の地震・火山噴火及び，それらによる災害の実態解明の研究にも

取り組んでいく必要がある。特に，史料データにある有感地震の記録を用いて，特定期間

の広域の有感地震を分析し，巨大地震と大地震だけでなく，その間に発生した有感地震

（中・小規模地震）を含めた地震活動の全容を解明する研究は，現行の地震学における地

震活動の研究にとって有益と考える。 

 さらに，史料データにある被害記述に基づいて，地理情報システムを活用した歴史地震

の推定震度分布図を作成する研究については，今後，地震学における強震動研究との連携

を念頭において研究を進めていく計画である。一方で，史料・考古部会としては，個々の

研究課題において歴史地震・火山噴火の事例研究も進めていき，現行の地震学・火山学や

災害研究に資する成果を積み重ねていく必要があると考える。 
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１（８）データベース・データ流通 

 

「データベース・データ流通」計画推進部会長 鶴岡 弘  

（東京大学地震研究所） 

副部会長 大見士郎  

（京都大学防災研究所） 

 

 データベースおよびデータ流通は，高感度地震計，広帯域地震計，強震計等からなる多

点・多項目の観測データを安定的かつ継続して生産し，それらの連続データをリアルタイ

ムで流通させる研究基盤の運用・維持・管理を実現している。また，観測データ解析アル

ゴリズム等の高度化も継続して実施し，これらを研究者間で効率的に共有するシステムの

開発を進めている。 

 

5 年間の成果の概観 

５年間にわたり地震火山防災に関する基礎データを着実に蓄積するとともに，それらを

流通させるデータ流通基盤を継続して維持した。また，データおよびデータベースを提供

するために必要なセキュリティ等の対策についても実施した。気象庁一元化震源カタログ

については，新たな地震検知手法であるPF法（溜渕ほか，2016）を取り入れ，地震カタロ

グに登録される地震数が2〜3倍となり，さらに，Matched Filter法を導入し，処理の効率

化と検知能力の向上が実現された。地震観測網については，防災科研により，日本海溝海

底地震津波観測網(S-net)のデータがJDXnetによりリアルタイムで配信されるとともに，

高感度地震観測網 (Hi-net)・広帯域観測網 (F-net)・強震観測網 (KiK-net, K-net)の陸域観測網

と日本海溝海底地震津波観測網 (S-net)と地震・津波観測監視システム（DONET）の海域観

測網が統合され，陸海統合地震火山津波観測網（MOWALS）統合処理体制の基盤が構築

された。産総研により，アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム」の構築と公開

がなされ，世界中から広く利用された。大学においては，北海道大学により，GNSS・地

殻変動連続観測等の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステムが開発

され，データの流通・収集・管理・解析が一元化された。地震データ流通システム JDXnet

については，SINETおよび JGNの次世代広域ネットワーク網への対応がなされた。研究成

果共有システムについては完成までには至らなかったが，クラウドシステムの構築など成

果共有のための基礎基盤の構築がなされた。  

 

平成 30 年度成果の概観 

以下，平成 30 年度の主な成果について概観する。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（1）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

  気象庁は，火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 50 火山に

ついて，地震計，空振計，GNSS 等の観測データを常時収集し，解析を行い，蓄積した。

全国の火山について，地震観測，GNSS 繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測によ
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り得られた観測データを蓄積した。平成 30 年度に噴火が発生した霧島山（新燃岳），桜

島，及び口永良部島のほか，火山活動の高まりがみられた吾妻山，草津白根山（白根山（湯

釜付近）），霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）等において，緊急観測により収集した

火山活動の詳細なデータを解析し，蓄積した。これらのデータの蓄積にあたって，今後の

活火山総覧の改訂に活用できるようにデータベース化した[課題番号 7001]。産業技術総

合研究所においては，青森県六ケ所村および高知県四万十町で実施した掘削調査で得られ

た堆積物の情報を web 上で公開した [課題番号 5001]。全国に分布する活断層のうち，大

地震の震源となる可能性が高い長さ 10km 以上の活断層について，これまでの調査情報・

研究成果のデータ化とそれぞれの活断層のパラメータに関する情報の整備を継続し，活断

層データベースの検索画面の表示速度を高速化するため，背景地図，断層線，調査地点と

いったデータを画像タイル化する作業と，位置情報から各データにアクセスするためのシ

ステム構築を行った[課題番号 5002]。さらに，わが国における過去約 30 万年間に発生し

た VEI=7 クラスの噴火について噴火推移や噴出物の分布・体積等のデータを取りまとめた

大規模噴火データベースの整備を進めるともに世界各国の有史における大規模噴火推移

の記録を取りまとめ，大規模噴火推移データベースの整備を進めた[課題番号 5003]。 

 

4. 研究を推進するための体制の整備 

(2) 研究基盤の開発・整備 

気象庁により，全国地震カタログの作成が実施され，平成 30 年度においては，以下の

成果が得られた。（１）地震カタログ（震源，発震機構）を平成 29 年 12 月まで作成し，

地震月報（カタログ編）として公開した。自動処理震源の導入に伴う発破イベント混入に

対応するため，波形相関による発破抽出手法を開発し，カタログの質的改善を図った。（２） 

S-net や DONET2 等の海底地震計のデータを一元化処理に活用するために，海域の地震観

測網のデータや解析結果に関する調査を実施し，調査結果を平成 30 年 11 月の地震調査委

員会「高感度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会」及び 12 月の地震調査

委員会に報告し，一元化処理に取り込むことについて合意を得た。（３）震源過程解析に

ついては，平成 30 年北海道胆振東部地震など，近地強震波形または遠地実体波を用いて

日本及び海外の大地震を解析し，気象庁ホームページ等で公開した。（４）過去震源の改

訂については，1976 年 7～12 月及び 1977 年の震源決定を行うとともに，1922 年分につい

て各地の気象官署の検測値の原簿などを元に震源決定を行った [課題番号 7019]。地震観

測，地殻変動観測，潮位観測，全国の火山観測が継続的に進められた。潮位データの伝送

においては平成 31 年度での光回線への変更計画を策定した[課題番号 7014, 7015, 7016, 

7017]。柿岡，女満別，鹿屋，父島の 4 地点に，祓川を加えた 5 観測点における地磁気 4

成分連続観測データを，月毎に地磁気観測所データベースに登録，公開した。さらに，定

常観測点のデータを国際的なデータセンターに提供した[課題番号 7018]。 

国土地理院は，GEONET による地殻変動連続観測を実施し，日本列島全域の地殻変動・

火山活動のモニタリングを着実に実施した。東北地方太平洋沖地震後の継続的な余効変動，

2018 年 4 月 9 日に鳥取県西部で発生した地震，2018 年 6 月 18 日に大阪府北部で発生した

地震，2018 年 9 月 6 日に北海道胆振東部で発生した地震，2019 年 1 月 8 日に種子島近海

で発生した地震に伴う非定常的な地殻変動を検出した。さらに，2018 年 6 月に房総半島
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沖，2018 年春頃から九州北部，2018 年秋頃から四国西部で発生したプレート間ゆっくり

すべり（スロースリップ）現象に伴う非定常的な地殻変動，硫黄島や桜島周辺の火山活動

に伴う地殻変動等も検出するなど，防災や地震発生・火山活動のメカニズムに関する研究

等に寄与した。また，これらのモニタリング結果は，速やかにホームページなどで公表す

るとともに，地震調査委員会，火山噴火予知連絡会等に報告した[課題番号 6005]。全国

25 験潮場の潮位連続観測を安定的に実施するため，定期的な保守および監視を実施する

とともに，これらの観測データをホームページで公開した。また，防災情報の発信への活

用のため，関係機関と潮位データの共有化を行った[課題番号 6006]。国土地理院が公開

する GNSS 連続観測データに関する所在情報を，引き続きホームページから公開した[課

題番号 6011]。電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，精密単独測位法を導入し，

試験運用を実施した[課題番号 6012]。また，重力測量については，南海・東南海地域を

含む全国で基準重力 3 点の絶対重力観測を実施し，日本重力基準網に準じた重力値を得る

とともに，重力値の時間的な変化を把握した。また，過去に整備した二等重力データ（約

14,000 点）の日本重力基準網 2016 への整合を図るため，必要な計算を実施した。さらに，

航空重力測量の実施に向けて，航空重力計地上検定線を設置して 101 点で相対重力観測を

実施するなど，必要な準備を進めた[課題番号 6007]。ALOS-2 の SAR データを用いて北方

四島を含む国土全域を対象に SAR 干渉解析を行い，国内や海外で発生した地震や火山活動

に伴う変動を検出した。霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）では，2018 年 3 月～4 月の

観測データから硫黄山の南側及びその西側に隆起のピークを検出した。この解析結果は火

山噴火予知連絡会において火山活動の評価に活用された。2018 年 9 月 6 日に発生した平

成 30 年北海道胆振東部地震では，SAR 干渉解析により，震央周辺で最大 7cm 程度の隆起

及び隆起域の東側で最大 4cm 程度の東向きの変動を検出した。また，SAR干渉解析及び GNSS

で捉えられた地殻変動を用いて，震源断層モデルを推定した。これらの結果は地震予知連

絡会や地震調査委員会において地震活動の評価や検討に活用された。2018 年 9 月 28 日に

発生したスラウェシ島の地震では，震央から南側へ約 160km の広い範囲で地表変動を検出

し，最大 5m 程度の変位が生じたことを明らかにした[課題番号 6008]（図 1）。GUI 操作に

基づく干渉 SAR 時系列解析を行うためのソフトウェアの改造を実施した。また，周波数分

割法による電離圏起因の誤差の低減処理や SBAS 法等の機能を干渉 SAR 時系列解析に実装

した。さらに，実データへ適用してその効果を確認した[課題番号 6013]（図 2）。火山基

本図「草津白根山」「乗鞍岳」「阿蘇山」「雲仙岳」の数値データを整備した[課題番号 6009]。

平成 29 年度に調査を実施した，糸魚川－静岡構造線断層帯とその周辺「白馬岳 改訂版」

「大町 改訂版」，濃尾断層帯とその周辺「大野」「冠山」「能郷白山」「谷汲」「美濃」「岐

阜」，山田断層帯とその周辺「宮津」「大江山」，布田川･日奈久断層帯とその周辺「八代 改

訂版」「日奈久」12 面の 1:25,000 活断層図を整備・公開及び，牛首・跡津川断層帯，養

老‐桑名‐四日市断層帯の調査を実施した[課題番号 6010]。 

海上保安庁は，国土交通省水管理・国土保全局及び港湾局，国土地理院，気象庁と連携

し験潮データをリアルタイムでインターネットにより公開した[課題番号 8005]。沿岸海

域での海底地形の調査を実施した[課題番号 8006]。 

防災科学技術研究所は，高感度地震観測網(Hi-net)・広帯域観測網(F-net)・強震観測

網(KiK-net, K-NET)の陸域の基盤的地震観測網を安定的に運用した。これらの良質な地震
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等の観測データの流通を図り，関係機関における研究，その他の業務の遂行や我が国の地

震調査研究の発展に貢献した。海域に設置した観測網については，昨年度から本格運用さ

れた日本海溝海底地震津波観測網(S-net)と平成 28 年度に海洋研究開発機構から移管さ

れた地震・津波観測監視システム（DONET）の維持管理を継続的に実施した。S-net の観

測データについては，海底地震津波観測網データダウンロードページより公開を開始した。

また JDXnet での流通も開始した。DONET の観測データについては，強震計及び広帯域地

震計に加え，水晶水圧計のデータについても海底地震津波観測網データダウンロードペー

ジより公開を開始した。また，DONET の観測網機能を向上させるため，海溝軸付近に位置

する観測点の埋設を行った。これらを併せて，陸海統合地震火山津波観測網（MOWALS）統

合処理体制の基盤を構築するとともに，今後の利活用を発展させる準備を整えた。平成

29 年 4 月 1 日に移管された首都圏地震観測網（MeSO-net）の運用を継続するとともに，

ホームページによる観測データの公開を開始した。重点的に観測を強化すべき火山に整備

した基盤的火山観測網(V-net)について，故障，老朽化した観測機器の更新を行い安定運

用に努め，観測データの大学や気象庁への流通を図り，関係機関の研究や火山監視業務等

に貢献した。これらの防災科研の地震・火山観測網及び大学・気象庁等の関係機関により

得られた波形データを定常的に蓄積し，ホームページから公開した[課題番号 3004]。 

産業技術総合研究所は，アジア太平洋地域のハザード関連情報の整備として，震源域，

震源，活断層，津波，地震犠牲者数，大規模火砕流，大規模降下テフラ，カルデラ，火山

イベント犠牲者数の詳細データを国際標準形式でとりまとめ，アジア太平洋地域地震火山

ハザード情報システムへの公開作業を進めた（図 3）。震源域については，M7 以上の全世

界の 258 個の地震のデータを整備した（図 4）。活断層については，タイとフィリピンの

活断層データを追加した。津波については，1707 年宝永津波，1896 年明治三陸津波，1993

年北海道南西沖津波の分布を追加した。地震犠牲者数については，東・東南アジア地域の

236 個の地震について，犠牲者数を要因（火災，建物，地すべり，津波，関連死）別に取

りまとめた。大規模火砕流については，東・東南アジア地域の VEI6 以上の 18 個の噴火に

ともなう火砕流堆積物の分布を取りまとめた。大規模降下テフラについては，東・東南ア

ジア地域の 24 の降下テフラについて分布と等層厚線を取りまとめた[課題番号 5009]。 

 東京大学地震研究所においては，観測データ流通網 JDXnet の運用を継続したが，デー

タ流通網の 2 重化への課題も明らかとなった[課題番号 1518]。研究成果共有サーバにお

いて，データ共有のためのオープンプラットフォームの owncloud の利用を進めた。地震

連続波形データの解析のための大規模解析システムにおいては，過去の地震波形データの

保存をさらに進めた[課題番号 1519]（図 5）。北海道大学においては，GNSS・地殻変動連

続観測等の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステムを開発し，データ

の流通・収集・管理・解析を一元的に実施した[課題番号 1009]。京都大学防災研究所に

おいては，上賀茂観測所の大森式地震計で取得された波形記録の 1945 年以降の電子化を

行った。阿武山観測所において，一般見学会，団体見学会およびペットボトル地震計製作

講習を行うとともに，高槻市等の施設において出前講座を行った[課題番号 1915]。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 データ・データ流通部会における課題は，（１）各研究機関において蓄積されているそ
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れぞれのデータが有機的に結合したデータベースの開発，（２）研究成果共有システムの

開発，（３）地震火山データ等を安定かつ連続して集配信できるリアルタイムシステムの

基盤整備，（４）新たな情報技術等への対応がある。本部会では，研究成果共有システム

開発にあたり，メタデータのフォーマット及びデータを実際に格納するデータサーバの運

用ポリシーの策定が，今後重要であると認識している。この点に関しては，解決すべき課

題としてリストアップし，次期計画へ継承した。なお，（３）については，火山のデータ

流通を効率的に進める体制を強化する点が，今後の課題である。 

 基礎データベースは今後も着実に進展すると考えられるので，それらを効率的且つ迅速

に解析できる情報基盤の整備が今後ますます必要になると考えられる。処理性能の高い並

列計算機のほか大容量のディスク装置などが高速のネットワークで結合された研究基盤

の構築が必要である。ただし，これらの整備には時間やコスト等も必要となるため，コミ

ュニティ全体として取り組むことが求められる。ボトムアップでなくトップダウン的な判

断も場合によっては必要である。 

 また，データ保存という観点からは，デジタルでのコピーが一般的になっているため顕

在化していないように思われるが，保存媒体は実際のところ長期保存ができない。つまり

データコピーの作業が今後も継続的に続くことになるので，これらの作業の効率化も今後

の検討課題である。 
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図 1. 2018/03/11-2018/04/22 と 2018/03/12-2018/04/23 の SAR 観測データの解析により

得られた霧島山（硫黄山）における準上下・準東西成分の変動量。国土地理院「課題

番号 6008」 
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図 2. 干渉 SAR 時系列解析により求めた変動速度（準上下成分）と水準測量データ及び電

子基準点データとの比較。  国土地理院「課題番号 6013」 

 

 

 

図 3.  アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム。産業技術総合研究所「課題番

号 5009」 
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図 4.  世界の地震の震源域。産業技術総合研究所「課題番号 5009」 

 

 

 

 

図 5． 地震活動解析ツール(TSEISX)の起動画面例。東京大学地震研究所 「課題番号 

1519」 

 


